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（仮称）川西市立総合医療センター キセラ川西センター整備事業 

事業契約書 

 

１ 件 名 （仮称）川西市立総合医療センター キセラ川西センター整備事業 

２ 事 業 場 所  

３ 契 約 金 額  

  

４ 契 約 期 間 本契約の締結の日から●●年●月●日まで 

５ 契約保証金 第○条に定めるとおり 

６ 支 払 条 件 本契約書中に記載のとおり 

７ 再資源化等 別紙１に記載のとおり 

（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律関連） 

 

上記事業について、川西市（以下「市」という。）と、●株式会社を代表者とし、●株式会社、●株

式会社及び●株式会社を構成員として、これら●者の間で組成された●共同企業体（以下「事業者」

という。）とは、各々対等な立場における合意に基づいて、次の条項によってこの事業契約を締結し、

信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 
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本契約の成立を証するため、本書の原本２通を作成し、市及び事業者が記名押印の上、各自その原

本１通を所持する。 

 

 

●●年●月●日 

 

 

市    所在地   兵庫県川西市中央町１２番１号 

                 名称    川西市 

                 代表者   川西市長 越田 謙治郎     印 

 

 

事業者  所在地 

                 商号又は 

名称 

                 代表者                   印 

 

 

 

第１章  総 則 

 

第１条 （本契約の目的及び解釈） 

１ 本契約は、本事業における当事者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な合意

事項について定めることを目的とする。 

２ 別段の定めがある場合を除き、本契約において用いられる用語は、別紙２において定められた

意味を有するものとする。 

第２条 （公共性、経済性及び民間の趣旨の尊重） 

１ 事業者は、本件病院施設等が、自治体病院としての公共性と公営企業としての経済性とが求め

られることを十分理解し、本事業の実施に当たっては、その趣旨を尊重するものとする。 

２ 市は、本事業が民間事業者によって実施されることを十分理解し、その趣旨を尊重するものと

する。 

第３条 （本事業の概要） 

１ 本事業は、設計業務、工事監理業務及び建設業務並びにこれらに付随し関連する一切の業務か

ら構成される。 

２ 事業者は、本契約、要求水準書、入札説明書等及び事業者提案に従い、日本国の法令を遵守し、

善良なる管理者の注意義務をもって、本事業を遂行しなければならない。 

３ 事業者は、別紙３に定める日程に従って本事業を実施するものとする。 
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第４条 （事業者に対する支払） 

１ 市は、本契約に定めるところにより、請負代金を事業者に支払う。 

２ 市は、本契約に基づいて生じた事業者に対する債権債務を法令の範囲内において対当額で相殺

することができる。 

第５条 （契約の保証） 

１ 事業者は、本契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。

ただし、同項第（４）号又は第（５）号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ち

にその保険証券を市に寄託しなければならない。 

 

 

 

 

 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証の額」とい

う。）は、契約金額の１０分の１以上としなければならない。 

３ 第１項の規定により、事業者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、当該保証

は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４号又は第５号に掲げる保

証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 契約金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の契約金額の１０分の１に達するまで、

市は、保証の額の増額を請求することができ、事業者は、保証の額の減額を請求することがで

きる。 

５ 市は、目的物の引渡しがあったときは、直ちに、事業者に第１項第１号から第３号までに規定

する契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供を還付しなければならない。 

６ 前項に規定する納付又は提供が行われているときは、市は、当該契約保証金又は担保をもって

違約金に充当することができる。 

第６条 （許認可及び届出等） 

１ 本契約に基づく義務を履行するために必要となる一切の許認可は、事業者が自己の責任及び費

用により取得するものとする。また、事業者が本契約に基づく義務を履行するために必要とな

る一切の届出及び報告は、事業者がその責任において作成し、提出するものとする。ただし、

市が許認可の取得又は届出をする必要がある場合には、市が必要な措置を講ずるものとし、当

該措置について事業者の協力を求めた場合には、事業者はこれに応じるものとする。 

２ 市は、事業者が市に対して書面により要請した場合、事業者による許認可の取得について、法

令の範囲内において必要に応じて協力するものとする。 

３ 事業者は、第１項ただし書きに定める場合を除き、本契約に基づく義務の履行に必要な許認可

の取得及び維持に関する責任及び損害（許認可取得の遅延から生じる増加費用を含む。以下こ

の項及び次項において同じ。）を負担するものとし、その遅延が当該許認可権限を有する者の
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責めに帰すべき事由による場合には、市及び事業者の間でその責任及び損害の負担について協

議するものとする。 

４ 市が、その単独申請又は届出に係る許認可の取得又は届出若しくは報告を遅延した場合又は市

が第２項の協力を怠ったことにより事業者が申請すべき許認可の取得又は届出若しくは報告

が遅延した場合、市は、事業者に対し、その遅延により事業者に生じた損害を賠償する。 

５ 事業者は、本件事業の実施に係る許認可の取得に関する書類を作成し、提出したものについて

は、その写しを保存するものとし、事業期間終了時に市に提出するものとする。 

６ 事業者は、本件事業の実施に係る許認可の原本を保管し、市の要請があった場合には、原本を

提示し、又は原本証明付の写しを市に提出するものとする。 

第７条 （予算作成・公営企業債申請・補助金申請への協力） 

１ 事業者は、市による本事業に係る予算の作成、公営企業債の申請及び補助金の申請について、

書類作成等に協力する。 

２ 事業者の責めに帰すべき事由により、事業者が前項の規定に従い作成し、又は作成に協力すべ

き書類の提出を遅延した場合、事業者は、市に対し、当該遅延により市に生じた損害を賠償す

る。 

３ 前項の場合を除き、市が行う本事業に係る予算の作成、公営企業債の申請及び補助金の申請に

関して損害が発生した場合の責任は、市が負うものとする。 

第８条 （優先関係） 

１ 本契約、質疑回答書、基本計画書（参考資料１）、要求水準書等、入札説明書等及び事業者提

案の記載内容に矛盾又は齟齬がある場合は、この順に優先して適用されるものとする。 

２ 入札説明書等の各書類間で疑義が生じた場合は、市及び事業者の間において協議の上、かかる

記載内容に関する事項を決定するものとする。 

３ 事業者提案と要求水準書の内容に差異があり、事業者提案に記載された性能又は水準が、要求

水準書に記載された性能又は水準を上回るときは、第１項の規定にかかわらず、その限度で事

業者提案の記載が要求水準書の記載に優先するものとする。 

第９条 （責任の負担） 

１ 事業者は、本契約に別段の定めのある場合を除き、本事業実施に係る一切の責任を負うものと

する。 

２ 本契約に別段の定めのある場合を除き、事業者の本事業実施に関する市による請求、勧告、通

知、確認、承認、承諾若しくは立会い又は事業者から市に対する報告、通知若しくは説明を理

由として、事業者は、いかなる本契約上の事業者の責任をも免れず、当該請求、勧告、通知、

確認、承認、承諾若しくは立会い又は通知、報告若しくは説明を理由として、市は何ら責任を

負担しない。 
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第２章 施設整備業務（施設整備に係る設計） 

第１０条 （設計業務の実施） 

事業者は、本契約の締結後速やかに、本契約、要求水準書及び事業者提案に従って、本件工事

対象施設の設計業務を実施する。 

第１１条 （設計業務の第三者による実施） 

１ 設計企業は、設計業務を自ら実施しなければならない。ただし、やむを得ない事情が生じた場

合であって、市の事前の書面による承諾を得たときはこの限りではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、設計企業は、第三者に対し、本件工事対象施設の設計業務の全部又

は主たる部分を委託し、又は請け負わせてはならない。 

３ 本件工事対象施設の設計業務実施に関して第１項ただし書きの規定に基づき第三者を使用す

る場合、当該第三者の使用は、すべて事業者の責任において行うものとし、設計業務の実施に

関して事業者が使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、すべて事業者の責めに帰すべ

き事由とみなして、事業者が責任を負う。 

第１２条 （関連行政手続等） 

１ 事業者は、自己の責任により、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）による確認申請等本

事業の実施のため必要な法令に定める手続を行わなければならない。 

２ 事業者は、前項に定める手続の実施については、市に事前説明及び事後報告を行わなければな

らない。 

第１３条 （設計業務責任者の通知等） 

１ 事業者は、本契約の締結後速やかに、要求水準書及び事業者提案に従い、設計業務を実施する

ために必要となる管理技術者、照査技術者その他の設計業務の責任者を配置し、配置後速やか

に、氏名その他必要な事項を市に通知する。 

２ 事業者は、設計・施工期間中、設計業務を実施するために必要となる管理技術者、照査技術者

その他の設計業務の責任者を配置しなければならない。 

３ 事業者は、設計・施工期間中、第１項に基づき通知した設計業務を実施するために必要となる

管理技術者、照査技術者その他の設計業務の責任者を変更できないものとする。ただし、病気、

死亡、退職等やむを得ない事情が生じた場合であって、市の事前の書面による承諾を得たとき

はこの限りではない。 

４ 市は、第１項の規定により通知がなされた設計業務を実施するために必要となる管理技術者、

照査技術者その他の設計業務の責任者の変更を希望するときは、その理由を明らかにして事業

者に申し出ることができる。この場合、市及び事業者は、設計業務を実施するために必要とな

る管理技術者、照査技術者その他の設計業務の責任者の変更に関し協議を行う。 

５ 事業者は、本契約の締結後速やかに、要求水準書及び事業者提案に従い、設計担当者一覧及び

設計体制表を作成し、市に提出し、その確認を受けなければならない。その内容を変更すると

きも同様とする。 
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第１４条 （設計作業工程表の作成及び提出） 

事業者は、要求水準書及び事業者提案に従って、本件工事対象施設の設計に係る設計作業工程

表を作成し、本契約の締結後速やかに市に提出する。 

第１５条 （設計業務の進捗状況の確認） 

１ 事業者は、市に対し、毎月１回以上、設計業務の進捗状況の説明及び報告を行わなければなら

ない。 

２ 市は、本件工事対象施設が本契約、要求水準書、入札説明書等、事業者提案及び設計作業工程

表に基づき設計されていることを確認するため、事業者に対し事前に通知した上で、本件工事

対象施設の設計状況その他の事項について説明を求め、書類の提出等を求めることができる。 

３ 事業者は、前項に規定する設計状況その他の事項についての説明及び市による確認の実施につ

き、市に対して協力し便宜を図るものとし、市に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行う

ものとする。 

４ 市は、前３項の規定に基づく説明、書類の提出等又は報告を受けたときは、それらの内容を検

討し、指摘すべき事項があると認める場合には、事業者に対してその是正を求めることができ、

事業者はこれに従わなければならない。 

第１６条 （事業者による事業者提案又は設計の変更） 

１ 事業者は、あらかじめ市の承諾を得た場合を除き、事業者提案、基本設計図書等又は実施設計

図書等（市及び事業者の間で行われた打合せにおいて書面により合意された事項を含む。第１

９条及び第６４条第１項を除き、以下同じ。）の変更を行うことはできない。 

２ 前項の規定に従い事業者が市の承諾を得て事業者提案、基本設計図書等又は実施設計図書等の

変更を行う場合において、当該変更により事業者に増加費用が発生したときは、事業者が当該

増加費用を負担するものとし、費用の減少が生じたときは、協議により請負代金の額を減額す

るものとする。 

第１７条 （市の指示による事業者提案又は設計の変更） 

１ 市は、要求水準書、事業者提案、基本設計図書等又は実施設計図書等の変更が必要であると認

めるときは、事業者提案の趣旨を逸脱しない限度で、事業者に対し、事業者提案、基本設計図

書等又は実施設計図書等の変更内容を記載した書面により、事業者提案、基本設計図書等又は

実施設計図書等の変更を求めることができる。この場合、事業者は、当該書面を受領した日か

ら１４日以内に、市に対し、その事業者提案、基本設計図書等又は実施設計図書等の変更の当

否を書面により通知しなければならない。市は、当該通知を受領した日から７日以内に、事業

者提案、基本設計図書等又は実施設計図書等の変更の要否を決定し、事業者に通知する。事業

者は、この市の決定に従うものとする。 

２ 前項の規定に基づき、事業者が事業者提案、基本設計図書等又は実施設計図書等の変更を行う

場合において、当該変更により事業者に増加費用が生じたときは、当該変更が事業者の責めに

帰すべき事由による場合を除き、市が当該費用を合理的な範囲で負担するものとし、費用の減

少が生じたときは、請負代金の額を減額する。 

３ 事業者は、第１項の変更により事業者に増加費用が生じるときは、変更要求事項の範囲外の業
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務も考慮し、仮対案を市に対して提案するよう努めるものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、基本設計完了前に、市の要求により入札説明書等及び事業者提案

に基づく設計条件の趣旨を損ない、又は工期の変更を伴う設計条件の変更を行う場合、市及び

事業者は、当該設計条件の変更に係る請負代金の額の調整に関する協議を行い、当該調整後の

費用が調整前の費用を超えるときは、市は、事業者に対し、その超過部分の費用について請負

代金の額を増額する。 

第１８条 （法令変更等による設計変更等） 

１ 建築基準法、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、医療法（昭和２３年法律第２０５号）そ

の他の法令の改正その他法令変更等により、要求水準書、事業者提案、基本設計図書等若しく

は実施設計図書等又は本件工事の変更が必要となった場合、事業者は、市に対し、事業者提案、

基本設計図書等若しくは実施設計図書等又は本件工事の変更の承諾を求めることができ、市は、

必要かつ相当と判断したときは、これを承諾する。 

２ 本件工事対象施設の竣工までに、入札説明書等に明示されていない本件土地又は本件工事対象

施設の瑕疵（本件土地の地中に存する建物等の基礎及び杭等であって本件工事対象施設の建設

に支障をきたすもの、土壌汚染並びに埋蔵文化財を含む。）に起因して、要求水準書、事業者

提案、基本設計図書等若しくは実施設計図書等又は本件工事の変更が必要となった場合、事業

者は、市に対し、事業者提案、基本設計図書等若しくは実施設計図書等又は本件工事の変更の

承諾を求めることができ、市は、必要かつ相当と判断したときは、これを承諾する。 

３ 第１項又は第２項に基づく変更に起因して設計、本件工事及び工事監理に係る事業者の費用が

増加した場合、当該変更が事業者の責めに帰すべき事由によるときを除き、市が当該費用を合

理的な範囲で負担するものとし、費用の減少が生じた場合は、請負代金につき当該その減少し

た費用相当額を減額する。 

第１９条 （基本設計図書等及び実施設計図書等の提出） 

１ 事業者は、基本設計及び実施設計の完了後遅滞なく、別紙４に規定する基本設計図書等及び実

施設計図書等をそれぞれ市に提出しなければならず、設計企業は、基本設計図書等及び実施設

計図書等の内容を説明しなければならない。基本設計図書等又は実施設計図書等の変更を行う

場合も同様とする。 

２ 前項の場合における基本設計図書等及び実施設計図書等の提出は、別紙３の日程表に従うもの

とする。 

３ 市は、第１項に基づき提出された基本設計図書等及び実施設計図書等が本契約、要求水準書、

入札説明書等、事業者提案若しくは市及び事業者の間で行われた設計打合せにおいて書面によ

り合意された事項に従っていない、又は第１項に基づき提出された基本設計図書等及び実施設

計図書等では、本契約、要求水準書、入札説明書等、事業者提案若しくは市及び事業者の間で

行われた設計打合せにおいて書面により合意された事項において要求される仕様を満たさな

いと判断する場合、事業者と協議の上、事業者の負担において、その修正を求めることができ

る。市は、当該修正を求めない場合、第１項に基づき提出された基本設計図書等及び実施設計

図書等の確認を事業者に通知するものとする。 
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４ 事業者は、市からの指摘（前項の規定による市による修正の要求を含む。）により、又は自ら

設計に不備又は不具合等を発見したときは、自らの負担において、速やかに基本設計図書等及

び実施設計図書等の修正を行い、その修正の内容について、市に報告し、その確認を受けるも

のとする。設計の変更について不備又は不具合等を発見した場合も同様とする。 

５ 前項の規定による修正の結果、本件工事対象施設の引渡しが遅延した場合、第４８条第４項の

規定を適用する。 

６ 事業者は、第３項の規定に基づく市による基本設計図書等及び実施設計図書等の確認並びに第

１５条第１項の規定に基づく設計業務の進捗状況の説明及び報告のほか、各会計年度末後遅滞

なく、当該会計年度末時点における設計業務の進捗状況を、市に対し、書面により報告するも

のとする。この場合における事業者による書面による報告については、第３項から前項までの

規定を準用する。 

 

第３章 施設整備業務（施設整備に係る建設等） 

第１節 総則 

第２０条 （工事用地の確保等） 

１ 市は、工事用地その他設計図書において市が提供すべきものと定められた工事の施行上必要な

用地 (以下「工事用地等」という。)を、事業者が工事の施行上必要とする日(設計図書に特別

の定めがあるときは、その定められた日)までに確保しなければならない。 

２ 事業者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該工事用

地等に事業者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件(下請負人の

所有又は管理するこれらの物件を含む。)があるときは、事業者は、当該物件を撤去するとと

もに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、市に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、事業者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は工

事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、市は、事業者に代わって当該物件を処分

し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、事業者は、

市の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、市の処分又

は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。 

５ 第3項に規定する事業者のとるべき措置の期限、方法等については、市が事業者の意見を聴い

て定める。 

 

第２節 調査業務 

第２１条 （建設に伴う各種調査） 

１ 事業者は、要求水準書及び事業者提案に従って、地質調査、地下水調査、土壌汚染状況調査、

測量、電波障害調査その他の本件工事対象施設の設計及び施工に付随して必要となる調査を実

施する。また、事業者は、自らの責任及び費用負担において、本件工事対象施設の設計及び施

工に必要な測量及び調査（本項前段の調査とあわせて、以下この条において「調査等」という。）
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を実施することができる。 

２ 事業者は、前項に定める調査等を実施する場合は、当該調査等に着手する前に、本契約、要求

水準書、入札説明書等及び事業者提案に従って、調査計画書を作成し、市に提出しなければな

らない。また、調査等に係る一切の責任及び費用並びに調査等の不備及び誤り等から生じる一

切の責任及び費用は、事業者の負担とする。 

３ 事業者は、第１項に定める調査等を終了したときは、調査報告書を市に提出しなければならな

い。 

４ 事業者は、本件工事に先立って、第１項に定める調査等を行う場合、調査等の日時及び概要を

あらかじめ市に連絡し、その承諾を得た上で、当該調査等を行うことができる。 

５ 市は、第２項に定める調査計画書又は第３項に定める調査報告書を受け、必要があると判断し

たときは、事業者に対し、調査等の内容及び方法その他当該調査計画書又は当該調査報告書に

合理的に関連する事項について、協議又は説明を求めることができる。 

６ 事業者が第１項の規定に従って調査等を行った結果、本件土地に関して、入札説明書等におい

て明示されていない、又は入札説明書等に明示されていた内容と異なる本件土地の瑕疵が存在

し、事業者が本契約及び要求水準書に従って本事業を実施することができない場合又は事業者

が本事業を実施するのに事業者に著しい損害（増加費用を含む。以下同じ。）が発生すること

が判明した場合、事業者は、その旨を直ちに市に通知しなければならない。これに起因して事

業者に損害が発生した場合、市は、合理的な範囲において当該損害を負担するものとする。ま

た、これに起因して事業者に費用の減少が生じた場合、市及び事業者は、協議の上、請負代金

を減額するものとする。 

７ 前項の場合、事業者は、当該損害の発生を防ぎ、また、その拡大を低減するよう、最大限努力

しなければならない。 

第２２条 （近隣対応） 

１ 事業者は、本契約の締結日後適切な時期に、自己の責任及び費用において、本事業の概要、日

程及び工事実施計画等（施設の配置、施工時期、施工方法等の計画をいい、以下第５項におい

て「工事実施計画等」という。）の近隣説明を行い、了解を得るよう努めなければならない。

市は、必要と認める場合には、事業者が行う説明に協力しなければならない。 

２ 事業者は、前項の説明に先立って、事業者が実施しようとする説明の方法、時期及び内容につ

いて、市に説明しなければならない。また、事業者は、前項の説明の後、その内容及び結果を

市に報告しなければならない。 

３ 市は前項の説明又は報告を受け、必要があると判断したときは、事業者に対し、施工、近隣対

応その他当該報告に合理的に関連する事項について、協議することを求めることができる。 

４ 事業者は、自己の責任及び費用において、近隣調整を行う。 

５ 事業者は、市の承諾を得ない限り、近隣調整の不調を理由として、工事実施計画等の変更をす

ることはできない。この場合、市は、事業者が工事実施計画等を変更せず、更なる調整によっ

ても近隣住民の了解が得られないことを明らかにした場合に限り、工事実施計画等の変更を承

諾する。 

６ 近隣調整の結果、本件工事対象施設の竣工の遅延が見込まれる場合、市及び事業者は、協議の
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上、速やかに本件工事対象施設の竣工予定日及び引渡予定日を変更することができる。 

７ 近隣調整の結果、事業者に生じた費用（その結果、本件工事対象施設の竣工予定日及び引渡予

定日が変更されたことによる増加費用を含む。）については、事業者が負担するものとする。

ただし、事業者が行うべき、又は行った業務以外の事由に起因するものについては、市が負担

する。 

８ 事業者が本条の規定に基づき合理的な近隣調整を実施したにもかかわらず、近隣住民等の反対

等により、本事業の実施が不可能若しくは著しく困難となり、又は事業者提案の範囲を超える

設計変更が必要となった場合には、市は、事業者と協議の上、本契約を解除することができる。

この解除については、第７３条の規定を適用する。 

第２３条 （周辺影響調査・対策業務） 

１ 事業者は、要求水準書及び事業者提案に従って、本事業に起因する騒音、振動、悪臭、粉塵、

アスベスト、真菌、地盤沈下、地下水位低下、地下水、日影、本件病院から住民への視線、電

波障害、ビル風その他本件工事が周辺環境に与える影響を調査し、分析し、及び検討し（これ

らを総称して、以下第２項及び第４項において「周辺環境調査等」という。）、適切な対策を講

じるものとする。 

２ 事業者は、前項に定める周辺環境調査等及び対策に先立って、事業者が実施しようとする当該

周辺環境調査等及び当該対策の方法、時期及び内容について、市に説明しなければならない。

また、事業者は、当該周辺環境調査等及び当該対策の後、その内容及び結果を市に報告しなけ

ればならない。 

３ 市は、前項に定める説明又は報告を受け、必要があると判断したときは、事業者に対し、周辺

影響対策その他当該説明又は報告に合理的に関連する事項について、協議することを求めるこ

とができる。 

４ 第１項に定める周辺環境調査等及び対策並びに前項に定める協議に要する費用は、事業者が負

担するものとする。また、事業者は、当該周辺環境調査等及び対策の不備、誤謬等に起因する

一切の追加費用を負担するものとする。ただし、事業者が行うべき、又は行った業務以外の事

由に起因するものについては、市が負担する。 

第２４条 （関連工事の調整） 

１ 事業者は、関連工事の円滑な施工に協力し、その施工に必要な調整を行うものとする。 

２ 市は、市が前項の関連工事を実施する場合には、事前に事業者に通知した上で、事業者又は建

設企業の調整に従うものとする。ただし、事業者又は建設企業の調整が不適当と認められると

きには、市が調整を行い、事業者はこれに従うものとする。 

 

第３節 工事監理業務 

第２５条 （工事監理業務の実施） 

事業者は、本契約、要求水準書及び事業者提案に従って、本件工事に係る工事監理業務を実施

する。 
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第２６条 （工事監理業務の第三者による実施） 

１ 工事監理企業は、工事監理業務を自ら実施しなければならない。ただし、やむを得ない事情が

生じた場合であって、市の事前の書面による承諾を得たときはこの限りではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事監理企業は、第三者に対し、工事監理業務の全部又は主たる部

分を委託し、又は請け負わせてはならない。 

３ 工事監理業務実施に関して第１項ただし書きの規定に基づき第三者を使用する場合、当該第三

者の使用は、すべて事業者の責任において行うものとし、工事監理業務の実施に関して事業者

が使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、すべて事業者の責めに帰すべき事由とみな

して、事業者が責任を負う。 

第２７条 （工事監理者） 

１ 事業者は、本件工事着工前に、要求水準書及び事業者提案に従い、建築基準法第５条の６第４

項に定める工事監理者を設置するものとし、設置後速やかに、市に対して、当該工事監理者の

氏名、その者の所属する企業名、保有する資格その他必要な事項を通知する。 

２ 事業者は、施工期間中、第１項に基づき通知した工事監理者を変更できないものとする。ただ

し、病気、死亡、退職等やむを得ない事情が生じた場合であって、市の事前の書面による承諾

を得たときはこの限りではない。 

３ 市は、第１項の規定により通知がなされた工事監理者の変更を希望するときは、その理由を明

らかにして、事業者に申し出ることができる。この場合、市及び事業者は、工事監理者の変更

に関し協議を行う。 

４ 事業者は、第１項に基づき設置した工事監理者をして、実施設計図書等に従って工事監理業務

を行わせるものとする。 

５ 事業者は、第１項に基づき設置した工事監理者をして、事業者を通じ、毎月１回以上、工事監

理の状況を市に報告させる。 

６ 事業者は、第１項に基づき設置した工事監理者をして、事業者を通じ、適宜、日報、月報、四

半期報告書、年度総括書、各種検査報告書その他の必要書類を市に提出させる。 

７ 事業者は、第１項に基づき設置した工事監理者をして、定期的に、市による工事監理状況の確

認を受けさせる。 

８ 事業者は、前３項に定める場合に加え、市が要請したときは、第１項に基づき設置した工事監

理者をして、本件工事の事前説明及び事後報告並びに本件工事現場での施工状況を速やかに報

告させ、市による確認を受けさせるものとする。 

９ 事業者は、第１項に基づき設置した工事監理者が前５項に定める行為を行う上で必要となる協

力を行う。 

 

第４節 建設業務 

第２８条 （建設業務の実施） 

事業者は、本契約、要求水準書、事業者提案、基本設計図書等及び実施設計図書等に従って、

建設業務を実施する。 
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第２９条 （建設業務の第三者による実施） 

１ 建設企業は、建設業務を自ら実施しなければならない。ただし、やむを得ない事情が生じた場

合であって、市の事前の書面による承諾を得たときはこの限りではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、建設企業は、第三者に対し、建設業務の全部又は大部分を一括して

委託し、又は請け負わせてはならない。 

３ 事業者は、本件工事対象施設の着工予定日までに、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第

２４条の７及び要求水準書に基づく施工体制台帳及び施工体系図の写しを市に提出し、確認を

受けなければならない。それらの内容を変更するときも同様とする。 

４ 建設業務実施に関して第１項ただし書きの規定に基づき第三者を使用する場合、当該第三者の

使用は、すべて事業者の責任において行うものとし、建設業務実施に関して事業者又は事業者

が使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、すべて事業者の責めに帰すべき事由とみな

して、事業者が責任を負う。 

５ 事業者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法第２条第３項に

定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」

という。）を下請契約（事業者が直接契約する下請契約に限る。以下この条において同じ。）の

相手方としてはならない。 

 

 

 

６ 前項の規定にかかわらず、事業者は、その建設業者と下請契約を締結しなければ建設業務に係

る工事の施工が困難となる場合その他の特別の事情があると市が認める場合は、社会保険等未

加入建設業者を下請契約の相手方とすることができる。この場合において、事業者は、市の指

定する期間内に、当該社会保険等未加入建設業者が前項各号に掲げる届出の義務を履行し、当

該事実を確認することのできる書類を市に提出しなければならない。 

７ 事業者が第５項の規定に違反していると市が認める場合又は前項前段に定める特別の事情が

あると市が認めたにもかかわらず、事業者が同項後段に定める期間内に書類を提出しなかった

場合において、事業者は、市の請求に基づき、違約罰（制裁金）として、事業者が当該社会保

険等未加入建設業者と締結した下請契約の最終の請負代金の額の１０分の１に相当する額を

市の指定する期間内に支払わなければならない。 

第３０条 （現場代理人及び監理技術者等） 

１ 事業者は、本件工事着工前に、要求水準書及び事業者提案に従い、次の各号に掲げる者を設置

するものとし、設置後速やかに、市に対して、当該者の氏名、その者の所属する企業名、保有

する資格その他必要な事項を通知し、市の確認を受けなければならない。これらの者を変更し

たときも同様とする。 

 

 

 

２ 前項(1) 現場代理人と(2)監理技術者は兼ねることが出来ない。その他各号に掲げる者は、こ
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れを兼ねることができる 

３ 事業者は、施工期間中、第１項に基づき通知した現場代理人及び監理技術者又は主任技術者を

変更できないものとする。ただし、病気、死亡、退職等やむを得ない事情が生じた場合であっ

て、市の事前の書面による承諾を得たときはこの限りではない。 

４ 市は、第１項の規定により通知がなされた現場代理人又は監理技術者若しくは主任技術者の変

更を希望するときは、その理由を明らかにして事業者に申し出ることができる。この場合、市

及び事業者は、当該現場代理人又は監理技術者若しくは主任技術者の変更に関し協議を行う。 

第３１条 （施工計画書等） 

１ 事業者は、本件工事着工予定日の１０日前までに、本契約、要求水準書、事業者提案、基本設

計図書等及び実施設計図書等に従って、全体工事工程表を作成して市に提出し、市の確認を受

けなければならない。 

２ 事業者は、本件工事対象施設の各工事種目の着工予定日の１０日前までに、本契約、要求水準

書、事業者提案、基本設計図書等及び実施設計図書等に従って、施工計画書（工事工程表及び

施工要領書を含む。）その他市の指定する書類を作成して市に提出し、市の確認を受けなけれ

ばならない。 

３ 事業者は、仮設工事を行う場合、本契約、要求水準書及び事業者提案に従って、総合仮設計画

書を作成し、仮設工事開始までに市に提出し、市の確認を受けなければならない。 

４ 事業者は、別途市との協議により定める期限までに月間工程表を作成し、市に対して提出する

ものとする。 

５ 前３項に定める総合仮設計画書の提出後にその修正が必要となった場合、事業者は、適宜当該

総合仮設計画書の修正を行い、当該修正内容を市に報告し、市の確認を受けなければならない。 

第３２条 （施工期間中の保険） 

１ 事業者は、施工期間中、別紙６の第１に定める保険に加入し、保険料を負担するものとする。 

２ 事業者は、前項の規定により自ら保険契約を締結したときは、その保険証券の写しを直ちに市

に提出しなければならない。 

第３３条 （本件新設工事の実施） 

１ 事業者は、本契約、要求水準書、事業者提案、基本設計図書等、実施設計図書等、全体工事工

程表及び施工計画書に従って、本件新設工事を遂行する。 

２ 仮設工事、施工方法その他本件新設工事対象施設を安全に工期内に完成するために必要な一切

の手段については、本契約、要求水準書、事業者提案、基本設計図書等、実施設計図書等及び

施工計画書に定めがあるものについてはこれに従い、定めのないものについては事業者が自己

の責任において行い、その費用を負担する。 

３ 事業者は、本件新設工事対象施設の建設工事に着手しようとする場合には、本件新設工事対象

施設について、あらかじめ、市に工事着工届を提出し、市の確認を受ければならない。 

第３４条 （監督員の立会い及び工事記録の整備等） 

１ 事業者は、設計図書において監督員の立会いのうえ調合し、又は調合について見本検査を受け
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るものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又は当該見本検査に合

格したものを使用しなければならない。 

２ 事業者は、設計図書において監督員の立会いのうえ施行するものと指定された工事については、

当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 事業者は、前２項の規定により必要とされる監督員の立会い又は見本検査を受けるほか、市が

特に必要があると認めて設計図書において見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指

定した工事材料の調合又は工事の施行をするときは、設計図書で定めるところにより当該記録

を整備し、監督員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければ

ならない。 

４ 監督員は、事業者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、当該請求

を受けた日から７日以内に応じなければならない。監督員が正当な理由がないのに事業者の請

求に７日以内に応じないため、その後の工程に支障をきたすときは、事業者は、監督員に通知

したうえ、当該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事

を施行することができる。この場合においては、事業者は、当該工事材料の調合又は当該工事

の施行を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があっ

たときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

５ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記録の整備

に直接要する費用は、事業者の負担とする。 

第３５条 （市の説明要求等） 

１ 市は、本件工事が本契約、要求水準書、事業者提案、基本設計図書等、実施設計図書等及び施

工計画書に従い実施されていることを確認するために、本件工事の状況及び品質管理について、

事業者に事前に通知した上で、事業者に対して説明を求め、確認することができる。この場合

において、本件工事の現場において実施状況を確認するときは、事業者が立ち会うものとする。 

２ 事業者は、前項に規定する説明及び確認の実施について、市に対して可能な限りの協力を行う

とともに、市に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行うものとする。 

３ 前２項に規定する説明又は確認の結果、本件工事の状況及び品質管理が本契約、要求水準書、

事業者提案、基本設計図書等、実施設計図書等若しくは施工計画書に従っていない、又は本契

約、要求水準書、事業者提案、基本設計図書等、実施設計図書等若しくは施工計画書に規定す

る水準若しくは仕様を満たさないと市が判断した場合、市は、事業者に対して、その是正を求

めることができ、事業者は、これに従わなければならない。 

４ 市は、事業者から施工体制台帳（建設業法第２４条の７に規定する施工体制台帳をいう。）及

び施工体制に係る事項について報告を求めることができる。 

第３６条 （中間確認） 

１ 市は、本件工事対象施設が本契約、要求水準書、入札説明書等、事業者提案、基本設計図書等、

実施設計図書等及び施工計画書に従い建設されていることを確認するために、施工期間中、必

要な事項に関する中間確認を実施することができる。この場合において、必要があると認めら

れるときは、市は、その理由を事業者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査するこ
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とができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、事業者の負担とする。 

３ 市は、第１項の中間確認の結果、本件工事の状況が本契約、要求水準書、事業者提案、基本設

計図書等、実施設計図書等若しくは施工計画書に従っていない、又は本契約、要求水準書、事

業者提案、実施設計図書等若しくは施工計画書に規定する水準若しくは仕様を満たさないと判

断した場合、事業者に対して、その是正を求めることができ、事業者は、これに従わなければ

ならない。 

第３７条 （部分使用） 

１ 市は、第４７条の規定による引渡し前においても、本件新設工事対象施設の全部又は一部を事

業者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合において、市は、その使用部分を善良なる管理者の注意をもって使用しなければな

らない。 

３ 市は、第１項の規定により本件新設工事対象施設の全部又は一部を使用したことによって事業

者に損害を及ぼしたときは、当該損害を負担しなければならない。 

第３８条 （医療機器・医療情報システム・一般備品の搬入） 

１ 市が所有し、又は別途発注する医療機器、医療情報システム又は一般備品の搬入作業が事業者

の設計業務、工事監理業務又は建設業務に密接に関連する場合において、事業者による協力の

必要があるとき、市は、スケジュールの調整を行うものとし、事業者は、これに従い、市によ

る医療機器、医療情報システム又は一般備品の搬入に協力する。 

２ 前項の場合、事業者が市に協力する際に要する費用は、事業者の負担とする。 

第３９条 （事業者による本件対象施設の竣工確認の前の検査） 

１ 事業者は、本件工事対象施設が竣工した後速やかに、自己の責任及び費用負担において、本件

工事対象施設の竣工確認の前の検査を行うものとする。 

２ 市は、前項に規定する竣工確認の前の検査への立会いを求めることができる。 

３ 事業者は、竣工確認の前の検査に対する市の立会いの実施の有無を問わず、市に対して、本件

工事対象施設について、竣工確認の前の検査の結果に検査が終了したことを証する書面その他

の検査結果に関する書面の写しを添えたもの（次条第１項において「建設業務完了報告書」と

いう。）を提出しなければならない。 

第４０条 （市による本件工事対象施設の竣工確認） 

１ 市は、前条第３項に規定する建設業務完了報告書を受領してから１４日以内に、本件工事対象

施設の竣工確認を行う。事業者は、市の竣工確認に際して、現場説明、施工記録等の資料提供

その他の竣工確認に必要な行為を行って、市に協力しなければならない。この場合において、

必要があると認められるときは、市は、その理由を事業者に通知して、本件工事対象施設を最

小限度破壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、事業者の負担とする。 

３ 市は、第１項に定める竣工確認により本件工事対象施設が、本契約、要求水準書、入札説明書
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等、事業者提案、基本設計図書等及び実施設計図書等どおりに建設されていると認めるときは、

本件工事完了の承諾を行わなければならない。 

４ 市は、本件工事対象施設が本契約、要求水準書、入札説明書等、事業者提案、基本設計図書等

及び実施設計図書等どおりに建設されていないと認めるときは、不備又は不具合等の具体的内

容を明らかにし、期間を定めて事業者に対しその修補を求めることができる。 

５ 事業者は、前項の規定により市から修補を求められた場合には、速やかに修補を行い、その完

了後あらためて市の確認及び承諾を得なければならない。この場合には、補修の完了を工事の

完了とみなして前４項の規定を適用する。 

６ 前項に規定する修補の結果、本件工事対象施設の引渡しが本件工事対象施設の引渡予定日より

も遅延した場合は、第４８条第４項の規定を適用する。 

７ 事業者は、各会計年度末後遅滞なく、実施設計図書等において市が当該会計年度中に引渡しを

受けるべきものと指定された部分の完成の確認のための検査を行うものとする。当該検査につ

いては、前条及び前各項の規定を準用する。この場合において、前条中「竣工確認の前の検査」

とあるのは「次条第７項に基づく検査」と、前条第３項及び本条第１項中「建設業務完了報告

書」とあるのは「建設業務の会計年度末に係る報告書」と、本条第１項中「竣工確認」とある

のは「第７項に定める確認」と、本条第３項中「本件工事完了」とあるのは「市が会計年度中

に引渡しを受けるべきものと指定された部分の完成」と読み替えるものとする。 

第４１条 （市による本施設の竣工確認通知） 

１ 市は、前条第３項に規定する本件工事の完了の承諾を行った後、本件工事対象施設の引渡予定

日までに事業者に対し竣工確認通知を行うものとする。 

２ 市は、前項に規定する竣工確認通知を行ったことを理由として、建設業務の全部又は一部につ

いて何らの責任を負担するものではない。 

３ 前条第７項に基づく市による各会計年度中に引渡しを受けるべきものと指定された部分の完

成の承諾については、第１項及び第２項の規定を準用する。この場合において、「竣工確認通

知」とあるのは「出来形部分の確認通知」と、第１項中「本件工事対象施設の引渡予定日まで

に」とあるのは「速やかに」と読み替えるものとする。 

第４２条 （工期の変更） 

１ 市が事業者に対し工期の変更を請求した場合、市及び事業者は、協議により当該変更の当否を

定めるものとする。 

２ 不可抗力若しくは法令変更等又は事業者の責めに帰すことのできない事由により工期を遵守

できないことを理由として事業者が工期の変更を請求したときは、市及び事業者は、協議によ

り当該変更の当否を定めるものとする。 

３ 前２項の場合において、市及び事業者の間において合理的な期間内に協議が整わないときは、

市が合理的な工期を定めるものとし、事業者は、これに従わなければならない。 

第４３条 （工事の中止） 

１ 市は、必要があると認める場合、その理由を事業者に通知した上で、本件工事の全部又は一部

を一時中止させることができる。 
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２ 市は、前項の規定により本件工事を一時中止させた場合であって、必要があると認めるときは、

工期を変更することができる。 

第４４条 （工期の変更に伴う費用負担等） 

前２条に基づき工期が変更された場合で、事業者に損害が生じるときは、当該損害の負担につ

いては、次の各号に掲げる場合の区分に応じて、当該各号に定めるとおりとする。 

 

 

 

第４５条 （第三者に発生した損害等） 

１ 工事の施行に伴い第三者に損害を及ぼしたときは、次項に定める場合を除くほか、事業者がそ

の損害を賠償しなければならない。ただし、その損害のうち市の責めに帰すべき理由により生

じたものについては、市がこれを負担する。工事の施行に伴い通常避けることができない騒音、

振動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を生じたときは、市がその損害を

賠償しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施行につき事業者が善良な管理者の

注意義務を怠ったことにより生じたものは、事業者がこれを負担する。 

２ 前項の場合その他工事の施行について第三者との間に紛争を生じた場合においては、市及び事

業者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

第４６条 （不可抗力による損害） 

１ 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該基準を超え

るものに限る。）て市と事業者のいずれの責めに帰すことができないもの（以下「不可抗力」

という。）により、工事の出来形部分、工事仮設物又は現場搬入済みの工事材料若しくは建設

機械器具に損害を生じたときは、事業者は、その事実の発生後遅滞なくその状況を市に通知し

なければならない。 

２ 市は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、前項の損害（事業者が善良

な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び火災保険その他の保険等によりてん補さ

れるものを除く。以下この条において同じ。）の状況を確認し、その結果を事業者に通知しな

ければならない。 

３ 事業者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、市に対して損害額の負担を請求

することができる。 

４ 市は、前項の規定により事業者から損害額の負担の請求があったときは、当該損害の額（工事

の出来形部分、通常妥当と認められる工事仮設物又は現場搬入済みの工事材料若しくは建設機

械器具であって第３４条第１項若しくは第２項又は別紙８第８条第２項の規定による検査又

は立会いその他事業者の工事に関する記録等により確認し得るものに係る額に限る。以下この

条において「損害額」という。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項

において「損害合計額」という。）のうち契約金額の１００分の１を超える額を負担しなけれ

ばならない。 
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５ 損害額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、市と事業

者とが協議して定める。 

 

損害を受けた出来形部分に相応する契約金額とし、残存価値がある場合にはその評価

額を差し引いた額とする。 

 

損害を受けた工事材料に相応する契約金額とし、残存価値がある場合にはその評価額

を差し引いた額とする。  

 

損害を受けた工事仮設物又は建設機械器具について、当該工事で償却することとして

いる償却費の額から損害を受けた時点における出来形部分に相応する償却費の額を差

し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修繕

費の額が上記の額より少額であるものについては、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力によ

る損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、

「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累

計」と、「契約金額の１００分の１を超える額」とあるのは「契約金額の１００分の１を超え

る額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。 

第４７条 （本件新設工事対象施設の引渡手続） 

１ 事業者は、市から本件新設工事対象施設の竣工確認通知を受領したときは、本件新設工事対象

施設の引渡予定日に（ただし、市の本件新設工事対象施設の竣工確認通知が当初の引渡予定日

より遅延した場合は竣工確認後速やかに）、本件新設工事対象施設の所有権を市に移転するも

のとする。事業者は、本件新設工事対象施設について、担保権その他の制限物権等の負担のな

い、完全な所有権を市に移転するものとする。 

２ 前項の規定は、実施設計図書等において市が各会計年度中に引渡しを受けるべきものと指定さ

れた部分の引渡手続に準用する。この場合において、同項中「本件新設工事対象施設の竣工確

認通知」とあるのは「実施設計図書等において市が各会計年度中に引渡しを受けるべきものと

指定された部分の確認通知」と、「竣工確認後」とあるのは「当該確認通知後」と、「本件新設

工事対象施設」とあるのは「当該部分」と、「本件新設工事対象施設について」とあるのは「当

該部分について」と読み替えるものとする。 

３ 事業者は、市が本件工事対象施設の表題登記及び所有権の保存登記を行う場合には、これに協

力する。 

第４８条 （引渡し等の遅延） 

１ 事業者は、本件新設工事対象施設の引渡しの遅延が見込まれる場合には、本件新設工事対象施

設の引渡予定日の３０日前までに、当該遅延の原因及びその対応計画を市に通知しなければな

らない。ただし、第４０条第５項による修補を行うため遅延が見込まれる場合は、この限りで

はない。 
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２ 事業者は、前項に規定する対応計画において、本件新設工事対象施設の可及的速やかな引渡し

に向けての対策及び想定される維持管理等期間の開始までの予定を明らかにしなければなら

ない。 

３ 市の責めに帰すべき事由又は市が本事業の入札手続において提供した本件土地に関する資料

において明示されていない本件土地の瑕疵に起因して、本件新設工事対象施設の引渡しが遅延

する場合、市は、当該遅延への対応に要する合理的な増加費用を負担しなければならない。 

４ 事業者の責めに帰すべき事由によって、本件新設工事対象施設の引渡しが遅延する場合、事業

者は、当該遅延への対応に要する費用を負担するほか、本件新設工事対象施設の引渡予定日か

ら実際に本件新設工事対象施設の引渡しを受けた日までの日数に応じ、請負代金のうち、当該

遅延に係る本件工事対象施設に相当する額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）に第６５

条第１項に定める利率で計算した金額を、違約金として市に支払わなければならない。この場

合において、市は、当該違約金を超える損害があるときは、その超過額を事業者に請求するこ

とができる。 

５ 法令変更等又は不可抗力によって、本件新設工事対象施設の引渡しが遅延する場合は、第９章 

又は第１０章の規定による。 

第４９条 （瑕疵担保） 

１ 市は、本件新設工事対象施設に瑕疵があるときは、事業者に対して相当の期間を定めて当該瑕

疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。

ただし、瑕疵が重要でなく、かつ、その修補に過分の費用を要するときは、市は修補を請求す

ることができない。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第４７条の規定による引渡しを受けた日

から２年以内に、これを行わなければならない。ただし、その瑕疵が事業者の故意又は重大な

過失により生じた場合には、当該請求を行うことのできる期間は、１０年とする。 

３ 市は、本件新設工事対象施設の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは、第１項の規定に

かかわらず、その旨を直ちに事業者に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は損害賠償の請求を

することはできない。ただし、事業者が当該瑕疵があることを知っていたときは、この限りで

はない。 

４ 市は、本件新設工事対象施設が第１項の瑕疵により滅失し、又は毀損したときは、第２項に定

める期間内で、かつ、その滅失又は毀損の日から６月以内に第１項の権利を行使しなければな

らない。 

 

第４章 モニタリングの実施 

第５０条 （モニタリング計画書の策定） 

事業者は、市と協議の上、要求水準書及び事業者提案に従い、本契約の締結後速やかにモニタ

リング計画書を策定し、市に提出する。 

第５１条 （施設整備業務のモニタリングの実施） 

１ 事業者は、自らの責任及び費用において、設計・施工期間中、施設整備業務の提供が要求水準
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書に規定する水準を満たしているかどうかを確認できるようにするために、セルフモニタリン

グを実施し、その結果を記載した報告書を市に提出する。 

２ セルフモニタリングの項目、方法及び評価の方法並びに要求水準等を満足していない場合の措

置等の手続については、前条に基づき策定するモニタリング計画書による。 

３ 市は、第１項の規定に基づき提出を受けた報告書の内容を確認するとともに、当該報告書に基

づき、同項に基づく事業者によるセルフモニタリングの手続及び結果の妥当性並びに施設整備

業務の提供が要求水準書に規定する水準を満たしているかどうかを確認する。 

 

第５章 請負代金 

第５２条 （請負代金の支払） 

市は、事業者に対し、別紙８に掲げる方法、金額及びスケジュールに従い、請負代金を支払う

ものとする。 

第５３条 （請負代金の改定） 

請負代金の改定は、別紙８に掲げる方法に従い行う。 

第５４条 （請負代金の返還） 

１ 市は、業務報告書その他市が事業者の業務実績の確認の基礎とした資料等に虚偽の記載がある

ことが判明した場合、当該虚偽記載判明後に事業者に支払うべき請負代金から当該虚偽記載が

なければ市が減額し得た請負代金に相当する額に第６５条第１項に定める利率を乗じて計算

した額の損害金を加えた額を減額することができる。 

２ 前項に定める場合において、当該虚偽記載判明後に事業者に支払うべき請負代金が当該虚偽記

載がなければ市が減額し得た請負代金及び前項に定める損害金の合計額に不足するときは、事

業者は、市に対して、当該不足額を返還しなければならない。 

３ 第１項に定める場合において、市の事業者に対する請負代金の支払が完了しているときは、事

業者は、当該虚偽記載がなければ市が減額し得た請負代金に相当する額に第６５条第１項に定

める利率を乗じて計算した額の損害金を、市に対して、直ちに返還しなければならない。 

 

第６章 表明及び保証等 

第５５条 （事実の表明及び保証） 

事業者及び各構成員は、市に対し、本契約の締結日現在において、次の各号に掲げる事実が真

実かつ正確であることを表明し、保証する。 
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第５６条 （事業者による約束） 

１ 事業者は、市に対し、本契約の締結後１０日以内に、市が合理的に満足する形式及び内容の次
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の各号に掲げる書面を提出することを約束する。なお、次の各号に掲げる書面の記載内容が変

更された場合も同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業者及び各構成員は、市に対し、次の各号に掲げる書類を当該各号の定めに従って提出する

ことを約束する。なお、次の各号に掲げる書面の記載内容が変更された場合も同様とする。 

 

 

 

 

３ 事業者及び各構成員は、市に対し、事業期間中、次の各号に掲げる事項を遵守することを約束

する。 
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４ 事業者及び各構成員は、事業期間中、以下の各号に掲げる行為を行わないものとする。ただし、

市が別途書面により承諾した場合にはこの限りではない。 
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第７章 契約期間及び契約の終了 

第５７条 （契約期間） 

本契約は、本契約の締結の日から効力を生じ、本件工事対象施設のすべての引渡終了日をもっ

て終了する。ただし、本契約終了後においても､本契約に基づき発生し、存続している権利義務

及び守秘義務の履行のために必要な範囲で、本契約の規定の効力は存続する。 

第５８条 （事業者の債務不履行による契約解除） 

１ 市は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができる。 
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２ 市は、各構成員（第３号及び第４号にあっては、各構成員の役員又は使用人を含む。）が本契

約に関して次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。 

 

 

 

 

第５９条 （市の債務不履行による契約解除） 

事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができる。 

 

 

 

第６０条 （市の任意による契約解除） 

市は、本契約を継続する必要がなくなった場合又はその他市が必要と認める場合には、６月以

上前に事業者に対して通知することにより、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

第６１条 （違約金） 

１ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、市は、請負代金の額の１０分の１に相当する

額を違約金として事業者に請求することができる。 

 

 



26 

 

２ 次の各号に掲げる者が本契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

 

 

 

３ 第１項の場合において、第５条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が

行われているときは、市は、当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当すること

ができるものとする。 

４ 第１項の場合において、事業者は、解除に起因して市が被った損害額が違約金の額を上回ると

きは、その差額を市の請求に基づき支払わなければならない。 

５ 第５９条又は第６０条の規定により本契約が解除された場合、事業者は、市に対して、当該終

了により被った合理的な損害の賠償を請求することができるものとする。 

６ 第１項の場合において、違約金は市の指定する期日までに支払うものとする。 

第６２条 （本件工事対象施設引渡前の解除に伴う措置） 

１ 市は、本契約が解除された場合においては、設計業務のうち既に完了した部分（以下この項に

おいて「既履行部分」という。）の引渡しを受ける必要があると認めたときの既履行部分及び

本件病院施設の出来形部分を検査した上、その検査に合格した部分及び部分払の対象となった

工事材料の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた既履行

部分及び出来形部分に相応する請負代金を事業者に支払わなければならない。この場合におい

て、市は、必要があると認めるときは、その理由を事業者に通知して、出来形部分を最小限度

破壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、事業者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、別紙８に掲げる方法に従って前払金の支払が行われたときは、当該前

払金の額（同別紙に掲げる方法に従って部分払が行われているときは、当該部分払において償

却した前払金の額を控除した額）を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額から控除する。

この場合において、受領済の前払金の額になお余剰があるときは、事業者は、その解除が第５

８条の規定によるとき又は第６１条第２項各号に掲げる者によるときにあっては、その余剰額

に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の

率（昭和２４年大蔵省告示第９９１号）に定める前払金の支払の日時点における率を乗じて計

算した額の利息を付した額を、その解除が第５９条又は第６０条の規定によるときにあっては、

その余剰額を、それぞれ市に返還しなければならない。 

４ 事業者は、本契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第１項の規定に基づく

出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、市に返還しなければならない。

この場合において、当該支給材料が事業者の故意若しくは過失により滅失し、若しくは毀損し

たとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、代品を納め、
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若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

５ 事業者は、本契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を市に返還し

なければならない。この場合において、当該貸与品が事業者の故意又は過失により滅失し、又

は毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を

賠償しなければならない。 

６ 事業者は、本契約が解除された場合において、本件土地に事業者が所有し、又は管理する工事

材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（第１１条、第２６条又は第２９条の規定に基づき

設計業務、工事監理業務又は建設業務の一部を委託され、又は請け負った者の所有し、又は管

理するこれらの物件を含む。以下この項及び次項において同じ。）があるときは、事業者は、

当該物件を撤去するとともに、本件土地を修復し、取り片付けて、市に明け渡さなければなら

ない。 

７ 前項の場合において、事業者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は本

件土地の修復若しくは取片付けを行わないときは、市は、事業者に代わって当該物件を処分し、

本件土地を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合において、事業者は、市の処

分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、市の処分又は修復

若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する事業者のとるべき措置の期限及び方法等については、本

契約の解除が第５８条の規定によるとき又は第６１条第２項各号に掲げる者によるときは市

がこれを定め、第５９条又は第６０条の規定によるときは事業者が市の意見を聴いてこれを定

めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項前段に規定する事業者のとるべき措置の期

限及び方法等については、市が事業者の意見を聴いてこれを定めるものとする。 

第６３条 （保全義務） 

事業者は、契約解除の通知の日から第６２条の規定による合格部分の引渡しの時まで、本件病

院施設等の出来形部分又は本件病院施設等について、自らの負担で必要最小限の維持保全に努め

なければならない。 

第６４条 （関係書類の引渡し等） 

１ 事業者は、第６２条の規定による合格部分の引渡しと同時に、実施設計図書等その他の本件病

院施設等の施工に係る書類その他本件病院施設の設計、施工及び運営等に必要な一切の書類

（以下「実施設計図書等資料」という。）を市に引き渡さなければならない。 

２ 市は、本契約に従い引渡しを受けた実施設計図書等資料を本件病院施設等の運営のために、無

償で自由に使用（複製、頒布、改変及び翻案を含む。以下この項において同じ。）することが

できる。事業者は、市による実施設計図書等資料の自由な使用が、第三者の著作権及び著作者

人格権を侵害しないよう必要な措置をとらなければならない。 
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第８章 損害賠償等 

第６５条 （遅延利息） 

１ 市又は事業者が本契約に基づいて履行すべき請負代金その他の金銭の支払を遅延した場合、当

該遅延した金額につき、履行すべき日（以下この項において「履行期日」という。）の翌日（同

日を含む。）から当該金銭の支払債務の履行が完了した日（同日を含む。）までの期間の日数に

応じ、市については、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率（昭和２４年大蔵省告示第９

９１号）に定める履行期日時点における率を乗じて計算した額の遅延利息をとらなければなら

ない。事業者については、国の債権に関する遅延利息の率（昭和３２年大蔵省告示第８号）に

定める履行期日時点における率を乗じて計算した額の遅延利息を、それぞれ相手方に支払わな

ければならない。これらの場合の遅延利息の計算方法は、年３６５日の日割計算とする。 

２ 前項の規定により計算した遅延利息の額が、１００円未満であるときは、市及び事業者は、遅

延利息を支払うことを要せず、その額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てるものとする。 

第６６条 （損害賠償） 

１ 前条に定める場合のほか、市が本契約上の義務に違反した場合、事業者は、市に対し、当該違

反により被った損害の賠償を請求することができる。 

２ 本契約に別段の定めがある場合を除き、事業者が本契約上の義務に違反した場合、市は、事業

者に対し、当該違反により被った損害の賠償を請求することができる。 

 

第９章 法令変更等 

第６７条 （通知等） 

市又は事業者は、法令変更等により本契約上の義務の履行が不能となった場合には、速やかに

その内容の詳細を本契約の相手方当事者に対して通知する。この場合、当該通知を行った者は、

当該法令変更等が発生した日以降、当該法令変更等により履行不能となった義務について、本契

約に基づく履行義務を免れる。ただし、当該通知を行った本契約の当事者は、当該法令変更等に

より本契約の相手方当事者に発生する損失を最小限にするよう努めなければならない。 

第６８条 （協議及び増加費用の負担等） 

１ 市及び事業者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、法令変更等に対応するため、速やか

に本件病院施設の設計及び施工、本契約又は要求水準書の変更並びに増加費用の負担等につい

て協議しなければならない。 

２ 前項の協議にかかわらず、当該法令変更等の公布日から１２０日以内に市及び事業者が合意に

至らない場合、市は、当該法令変更等に対する合理的な範囲の対応方法を事業者に対して通知

し、事業者は、これに従い本事業を継続するものとする。この場合における増加費用の負担は、

別紙９に定める負担割合によるものとする。 

３ 市又は事業者は、前２項の場合において、請負代金の減額を目的とした要求水準の変更又は業

務遂行方法の採用が可能であると認めたときは、相手方当事者に対して請負代金の減額等につ
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いて協議を行うことを求めることができる。 

４ 法令変更等に起因して、本件新設工事対象施設の引渡しの遅延が見込まれる場合、市及び事業

者は協議の上、引渡予定日を変更することができる。 

第６９条 （法令変更等による契約の終了） 

１ 前条の規定にかかわらず、本契約の締結後における法令変更等により、市が本事業の継続が困

難と判断した場合又は本契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、市は、事業

者と協議の上、本契約の全部又は一部を解除により終了させることができる。 

２ 前項に基づき本契約の全部又は一部が終了した場合の措置は、第６２条の規定に従う。 

３ 第１項の規定に基づき本契約の全部又は一部が終了した場合において発生した増加費用の市

と事業者の負担割合は、別紙９のとおりとする。 

 

第１０章 不可抗力 

第７０条 （通知の付与） 

市又は事業者は、不可抗力により本契約上の義務の履行が不能となった場合には、速やかにそ

の内容の詳細を本契約の相手方当事者に対して通知する。この場合、当該通知を行った者は、当

該不可抗力が発生した日以降、当該不可抗力により履行不能となった義務について、本契約に基

づく履行義務を免れる。ただし、当該通知を行った本契約の当事者は、当該不可抗力により本契

約の相手方当事者に発生する損失を最小限にするよう努めなければならない。 

第７１条 （協議及び損害額の負担等） 

１ 市及び事業者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、不可抗力に対応するため速やかに本

件病院施設の設計及び施工、本契約又は要求水準書の変更並びに損害額の負担等について協議

しなければならない。 

２ 前項の協議にかかわらず、当該不可抗力が生じた日から６０日以内に市及び事業者が合意に至

らない場合、市は、当該不可抗力に対する合理的な範囲の対応方法を事業者に対して通知し、

事業者は、これに従い本事業を継続するものとする。この場合における損害の負担割合は、別

紙１０の定めによるものとする。 

３ 不可抗力に起因して、本件新設工事対象施設引渡しの遅延が見込まれる場合、市及び事業者は

協議の上、引渡予定日を変更することができる。 

第７２条 （不可抗力への対応） 

不可抗力により本契約の一部若しくは全部が履行不能となった場合又は本件病院施設に重大

な損害が発生した場合、事業者は当該不可抗力の影響を早期に除去すべく、要求水準書で求める

範囲内で対応を行うものとする。 

第７３条 （不可抗力による契約の終了） 

１ 第７１条の規定にかかわらず、不可抗力により、市が本事業の継続が困難と判断した場合又は

本契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、市は、事業者と協議の上、本契約
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の全部又は一部を解除により終了させることができる。 

２ 前項に基づき本契約の全部又は一部が終了した場合の措置は、第６２条の規定に従う。 

３ 第１項の規定に基づき本契約の全部又は一部が終了した場合において発生した損害の市と事

業者の負担割合は、別紙１０のとおりとする。 

 

第１１章 協議会等の設置 

第７４条 （実務者会議等） 

１ 市及び事業者は、本事業の実施に関する情報交換等を行うため、実務者による会議を設置する。 

２ 前項に定める会議の構成及び開催方法等については、市及び事業者が協議して別に定める。 

第７５条 （係争調整会議） 

１ 市及び事業者は、本事業を円滑に遂行し、本事業に関する市及び事業者の間の紛争を予防し、

解決することを目的として、係争調整会議を設置することができる。 

２ 前項に定める係争調整会議においては、本事業に関する疑義及び異議の解決、本契約に関する

解釈並びに本契約に定めのない事項の決定その他本事業に関する必要な一切の協議を行うこ

とができる。 

３ 第１項に定める係争調整会議は、市の関係所属長、事業者の各構成員の役職員並びに市及び事

業者が必要に応じ随時その協議により構成員と定める本事業の関係者によって、これを構成す

るが、必要に応じ、構成員以外の者に対して出席及び意見を求めることもできる。 

４ 第１項に定める係争調整会議を設置する場合、その構成、議事録の作成その他の運営に関する

事項は、市及び事業者の協議によって定める。 

 

第１２章 著作権等 

第７６条 （著作権等の帰属） 

市が、本事業の入札手続において、又は本契約に基づき、事業者又は各構成員に対して提供し

た情報、書類及び図面等（市が著作権を有しないものを除く。）の著作権等は、市に帰属する。 

第７７条 （著作権の譲渡等） 

１ 市は、成果物について市の裁量により利用する権利及び権限を有するものとし、その利用の権

利及び権限は、本契約の終了後も存続するものとする。 

２ 成果物のうち著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第１号に定める著作物に該当

するものに係る同法第２章 及び第３章 に規定する著作者の権利（次条において「著作者の

権利」という。）の帰属は、同法の定めるところによる。 

３ 事業者は、市が成果物を次の各号に掲げるところにより利用することができるようにしなけれ

ばならず、自ら又は著作者（市を除く。）をして、著作権法第１９条第１項又は第２０条第１

項に定める権利を行使し、又はさせてはならない。 
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４ 事業者は、自ら又は著作者若しくは著作権者をして、次の各号に掲げる行為をし、又はさせて

はならない。ただし、あらかじめ市の承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

 

 

第７８条 （著作権等の譲渡禁止） 

事業者は、自ら又は著作者をして、成果物に係る著作者の権利を第三者に譲渡し、若しくは継

承し、又は譲渡させ、若しくは継承させてはならない。ただし、あらかじめ市の承諾を得た場合

は、この限りでない。 

第７９条 （第三者の知的財産権等の侵害） 

１ 事業者は、本契約の履行にあたり、第三者の有する特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著

作権その他の知的財産権（以下この項及び次項において「知的財産権等」という。）を侵害し

ないこと及び事業者が市に対して提供する成果物の利用が第三者の有する知的財産権等を侵

害していないことを、市に対して保証する。 

２ 事業者が本契約の履行にあたり第三者の有する知的財産権等を侵害し、又は事業者が市に対し

て提供するいずれかの成果物の利用が第三者の有する知的財産権等を侵害する場合には、事業

者は、事業者の責めに帰すべき事由の有無の如何にかかわらず、当該侵害に起因して市に直接

又は間接に生じたすべての損失、損害及び費用につき、市に対して補償及び賠償し、又は市が

指示する必要な措置を行う。ただし、事業者の当該侵害が、市の指定する工事材料又は施工方

法を使用したことに起因する場合には、この限りではない。 

第８０条 （工業所有権） 

事業者は、特許権等の工業所有権の対象となっている技術等を使用するときは、その使用に関

する一切の責任を負わねばならない。ただし、市が当該技術等の使用を指定し、かつ事業者が当

該技術に係る工業所有権の存在を知らなかったときは、市は、事業者がその使用に関して要した

費用（損害賠償に要するものを含む。）を負担しなければならない。 

 

 

第１３章 その他 

第８１条 （公租公課の負担） 

本契約に関連して生じる公租公課は、本契約に別段の定めがある場合を除き、すべて事業者の

負担とする。 
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第８２条 （秘密保持等） 

１ 市及び事業者は、相手方当事者の事前の書面による承諾を得た場合を除き、互いに本事業に関

して知りえたすべての情報の内容を自己の役員及び従業員（以下この項及び次項において「役

員等」という。）以外の第三者に漏らし、及び本契約の履行以外の目的に使用してはならず、

並びに役員等に守秘義務を遵守させるものとする。ただし、当該情報が次の各号に該当する場

合は、この限りではない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業者は、事業者の役員等が、前項の秘密を漏洩しないよう、適切な措置を講じるものとする。 

３ 事業者は、第１１条、第２６条又は第２９条の規定に基づき設計業務、工事監理業務又は建設

業務の一部を委託し、又は請け負わせる契約において、委託先又は請負人に第１項に定める事

業者の義務と同様の義務を課すものとし、当該委託先又は当該請負人をして、市に対し当該義

務を負う旨の確約書を差し入れさせる。 

第８３条 （契約上の地位の譲渡） 

１ 事業者及び各構成員は、市の事前の書面による承諾を得ない限り、本契約又は本事業に関して

市との間で締結したその他の契約に基づく契約上の地位又は債権を第三者に譲渡し、又は継承

させ、若しくは担保の目的に供する等の一切の処分を行ってはならない。 

２ 市は、前項に定める行為が、事業者の運営若しくは本事業の安定性を著しく阻害し、又は本事

業に関与することが適当でない者が参加することとなると認められる場合には、承諾を与えな

いことができる。 

第８４条 （監査・会計検査等への協力） 

事業者は、市が受ける市の監査、国の会計検査その他必要な検査等に協力しなければならない。 

第８５条 （管轄裁判所） 

本契約に関して発生したすべての紛争は、神戸地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と

する。 

第８６条 （疑義に関する協議） 

本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本契約の解釈に関して疑義が

生じた場合は、その都度、市及び事業者が誠実に協議して、これを定めるものとする。 

第８７条 （その他） 

１ 本契約に定める請求、通知、報告、勧告、承諾及び契約終了告知並びに解除は、相手方に対す
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る書面をもって行われなければならない。なお、市及び事業者は、当該請求等のあて先をそれ

ぞれ相手方に対して別途通知するものとする。 

２ 市は、本契約に基づくすべての行為を事業者の代表者に対して行うものとし、市が当該代表者

に対して行った本契約に基づくすべての行為は、事業者のすべての構成員に対して行ったもの

とみなされ、また、事業者は、市に対して行う本契約に基づくすべての行為について、当該代

表者を通じて行わなければならない。 

３ 本契約の履行に関して市と事業者の間で用いる言語は、日本語とする。 

４ 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

５ 本契約の履行に関して市と事業者の間で用いる計量単位は、本契約、要求水準書、入札説明書

等、事業者提案又は実施設計図書等に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第

５１号）に定めるところによるものとする。 

６ 本契約の履行に関する期間の定めについては、本契約、要求水準書、入札説明書等、事業者提

案又は実施設計図書等に特別の定めがある場合を除き、民法及び商法（明治３２年法律第４８

号）の定めるところによるものとする。 

７ 本契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈するものとする。 

第８８条 （補則） 

１ 本契約書の定めのない事項については、川西市契約規則（昭和４９年川西市規則第１５号）、

様式第1号(第40条関係)工事請負契約書によるほか、必要に応じて市と事業者とが協議のう

え定める。 

２ 本事業における土壌汚染の処理に関する事項 

本事業における土壌汚染の処理費については別途とする。事業期間中に受注者が土壌汚染の調

査を行い、新たに土壌汚染処理が必要と判明した範囲の処理費用に加え、参考資料６に記載の

範囲で土壌汚染処理が必要な範囲の処理費用について、市と事業者が合理的な範囲で協議し、

随意契約を取り交わす。 

３ 請負代金の額の変更方法等  

請負代金の額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日

から7日以内に協議が整わない場合には、市が定め、受注者に通知する。 

 

以上 
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別紙１ 再資源化等に要する費用等（頭書関係） 

（1） 分別解体等の方法 

（2） 解体工事に要する費用 

（3） 再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

（4） 再資源化等に要する費用 
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別紙２ 用語の定義集（第１条関係） 

１. 「一般備品」とは、市が所有し、又は調達する一般備品をいう。 

２. 「医療機器」とは、市が所有し、又は調達する医療機器をいう。 

３. 「医療情報システム」とは、市が整備し、調達するコンピュータ・システムをいう。 

４. 「請負代金」とは、市が事業者に支払う本事業の実施による請負代金の総額をいい、その算

定方法は別紙８によるものとする。 

５. 「関連工事」とは、市の発注に係る第三者の施工する他の工事であって、本件工事に施工上

密接に関連するものをいう。 

６. 「基本設計図書等」とは、本契約、要求水準書及び事業者提案に基づき事業者が作成する本

件工事対象施設の基本設計の内容を示す設計図書であって、別紙４に記載される書類等をい

う。 

７. 「許認可」とは、許可、認可、承諾、検査、確認、同意、届出その他国又は地方公共団体に

よるこれらに類似する処分行為をいう。 

８. 「建設企業」とは、事業者又は協力企業であり、主として建設業務を行う者である株式会社

●をいう。 

９. 「建設業務」とは、本件工事に係る業務をいい、詳細は要求水準書に規定される業務をいう。 

１０. 「建設工事費相当額」とは、請負代金から設計費相当額、調査費相当額及び工事監理費相当

額を差し引いた費用相当額をいう。 

１１. 「工事監理企業」とは、事業者の構成員であり、主として工事監理業務を実施する者である

株式会社●をいう。 

１２. 「工事監理業務」とは、本件工事監理に係る業務をいい、詳細は要求水準書に規定される業

務をいう。 

１３. 「工事監理費相当額」とは、請負代金のうち、本件工事の工事監理及びその関連業務に係る

費用に相当する額をいう。 

１４. 「事業期間」とは、本契約の締結日から第５７条に定める本契約期間の終了日又は本契約の

解除による本契約の終了日のいずれか早い時点までの期間をいう。 

１５. 「事業者提案」とは、事業者（共同企業体の場合にあっては、各構成員をいう。）が市に対し

て平成●年●月●日付けで提出した本事業の実施に係る提案書類一式（その後の市の同意に

基づく明確化事項を含む。）をいう。 

１６. 「事業年度」とは、事業期間中の各暦年の４月１日に始まり、翌暦年の３月３１日に終了す

る１年間をいう（ただし、初年度は、本契約の締結日から平成３２年３月３１日までの期間

をいう。）。 

１７. 「実施設計図書等」とは、本契約、要求水準書、事業者提案及び基本設計等に基づき事業者

が作成する本件工事対象施設の実施設計の内容を示す設計図書であって、別紙４に記載され

る書類等をいい、事業者が本件工事対象施設の実施設計を作成する過程で開発されたプログ

ラム（著作権法第２条第１項第１０号の２に規定するプログラムをいう。第１９項及び第２

０項において同じ。）及びデータベース（同条第１項第１０号の３に規定するデータベースを

いう。第１９項及び第２０項において同じ。）がある場合は、当該プログラム及び当該データ

ベースを含む。 



36 

 

１８. 「竣工図書」とは、本件新設工事対象施設の引渡し時に事業者から市に提出される設計図書

であって、別紙７に記載される書類等をいい、事業者が本件工事対象施設の実施設計を作成

する過程で開発されたプログラム及びデータベースがある場合は、当該プログラム及び当該

データベースを含む。 

１９. 「成果物」とは、基本設計図書等、実施設計図書等、竣工図書その他事業者が本契約又は市

の請求により市に提出した一切の書類、図面、写真、映像等の総称をいい、事業者が本件工

事対象施設の実施設計を作成する過程で開発されたプログラム及びデータベースがある場合

は、当該プログラム及び当該データベースを含む。 

２０. 「施工期間」とは、本件工事着工日から本件工事対象施設のすべての引渡終了日までの期間

をいう。 

２１. 「施工計画書」とは、建設業務の実施に先立ち、建設業務を実施するために必要な手順や方

法等を記載した計画書をいう。 

２２. 「設計企業」とは、事業者の構成員であり、主として設計業務を実施する者である株式会社

●をいう。 

２３. 「設計業務」とは、施設整備業務のうち、本件工事対象施設の設計に係る業務をいい、詳細

は要求水準書に規定される業務をいう。 

２４. 「設計・施工期間」とは、本契約の締結日から本件工事対象施設のすべての引渡終了日まで

の期間をいう。 

２５. 「設計費相当額」とは、請負代金のうち、本件工事対象施設の設計及びその関連業務（許認

可手続等）に係る費用に相当する額をいう。 

２６. 「調査業務」とは、地質調査、地下水調査、土壌汚染状況調査、測量、電波障害調査その他

の本件工事対象施設の設計及び施工に付随して必要となる調査並びに本事業に起因する騒音、

振動、悪臭、粉塵、アスベスト、真菌、地盤沈下、地下水位低下、地下水、日影、本件病院

から住民への視線、電波障害、ビル風その他の本件工事が周辺環境に与える影響の調査並び

にそれらの関連業務をいい、詳細は要求水準書に規定される業務をいう。 

２７. 「調査費相当額」とは、請負代金のうち、調査業務に係る費用に相当する額をいう。 

２８. 「入札説明書等」とは、本事業に係る入札説明書及びその添付資料（ただし、要求水準書及

び事業契約書（案）を除く。）並びにそれに係る質問回答書（ただし、要求水準書に係る質問

回答書及び事業契約書（案）に係る質問回答書を除く。）をいう。 

２９. 「年度業務報告書」とは、日報、月報、四半期報告書及び年度総括書を総称していう。 

３０. 「引渡予定日」とは、別紙３に規定された本件工事対象施設の引渡し期限を遵守する範囲内

で事業者提案において規定された予定日をいう。 

３１. 「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災その他の自

然災害又は騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象（ただし、要求水準書又は入札説明書等

に基準の定めがあるものについては、当該基準を超えたものに限る。）のうち、通常の予見可

能な範囲外のものであって、市及び事業者のいずれの責めにも帰すことのできないものをい

う。 

３２. 「法令変更等」とは、法律、政令、規則又は条例その他これに類するものの変更又は新設を

いい、国又は地方公共団体の権限ある官庁の通達、ガイドライン又は公的な解釈等の変更又
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は新設を含む。 

３３. 「本契約」とは、平成●年●月●日付け「（仮称）川西市立総合医療センター キセラ川西セ

ンター整備事業契約書」をいう。 

３４. 「本件工事」とは、本件新設工事の全部又は一部をいう。 

３５. 「本件工事対象施設」とは、本件新設工事対象施設の全部又は一部をいう。 

３６. 「本件工事対象施設のすべての引渡終了日」とは、事業者から市に対する本件工事対象施設

のすべての引渡しが終了した日をいう。 

３７. 「本件工事着工日」とは、事業者が本件工事に着工した日をいう。 

３８. 「本件工事着工予定日」とは、平成●年●月●日をいう。 

３９. 「本件新設工事」とは、本件新設工事対象施設に係る建設工事をいう。 

４０. 「本件新設工事対象施設」とは、本事業実施のため新たに整備することとした施設又は工作

物その他付随する一切のものの全部又は一部をいう。 

４１. 「本件土地」とは、別紙５に示す本事業の実施区域をいう。 

４２. 「本件病院」とは、（仮称）川西市立総合医療センター キセラ川西センター整備事業をいう。 

４３. 「本件病院施設」とは、本件病院に係る建築物の全部又は一部をいう。 

４４. 「本件病院施設等」とは、本件病院施設及び外構、各処理槽、タンク等その他平成●年●月

●日以降本件土地内に存在するすべての工作物をいう。 

４５. 「本事業」とは、（仮称）川西市立総合医療センター キセラ川西センター整備事業をいう。 

４６. 「要求水準」とは、市が本事業の実施にあたり、要求水準書に基づき事業者に履行を求める

サービスの水準をいう。なお、事業者提案に記載された提案内容が要求水準書に記載された

水準を上回る場合は、当該提案内容による水準を適用する。 

４７. 「要求水準書」とは、入札説明書等に添付された「（仮称）川西市立総合医療センター キセ

ラ川西センター整備事業要求水準書」（その後の追加及び変更を含む。）及びそれに係る質問

回答書をいう。 
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別紙３ 日程表（第３条、第１９条、第２０条関係） 

業務等 期日 

基本設計図書等の提出予定日  

実施設計図書等の提出予定日  

本件工事着工予定日  

本件新設工事着工予定日  

本件工事対象施設のすべての引渡終了日  
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別紙４ 設計図書等一覧（第１９条関係） 

（共通事項） 

 図面・資料等については、事業者提案、計画内容のほか、市との協議等により適宜追加するものと

する。 

 電子媒体の提出は「※平成２４年版国土交通省大臣官房官庁営繕部建築設計業務等電子納品要領」

に準じて行うこと。 

 設計図書等（竣工図及び施工図を含む）における部数欄に１式と記載があるものにおいては、原則、

原図Ａ３（１部）、正本２つ折（５部）、ＣＤ－Ｒ（１枚※容量の関係により複数枚とすることも可

とする。）を提出すること。 
 設計図等（竣工図及び施工図を含む）についてはＣＡＤデータ（データ形式はPDF、DWG、SXF（sfc）、

JWW（不可能な場合にあってはDXFでも可）、自社ソフト（任意：BIMデータ含む）データの形式で

5種類全て）を納品すること。レイヤー構成等は、業務着手時に監督員と協議し作成すること。 

 提出データ形式については市との協議により変更できるものとする。データの提出前にはウィルス

チェックを行うこと。 

１ 設計業務に関する書類、成果物の提出 

 基本設計成果物 

基本設計に係る成果物及び提出書類等は原則として以下によるものとし、その時期ごとに必ず

提出すること。また、その他監督員が求める書類等を提出すること。下記の他、基本設計完了時

に概算工事費を算出する為に必要な図面は提出すること。 

 

成果物 部数 備考 

（１）建築（意匠）   

・仕上げ概要表 １式 仕上げ仕様を特定できる内容 

・面積表及び求積図 １式  

・敷地案内図 １式  

・配置図 １式  

・平面図(各階) １式 機器・什器備品プロット含む 

・断面図 １式  

・立面図 １式  

・仮設計画概要書 １式  

（２）構造   

・構造計画説明書 １式  

・構造設計概要書 １式 仮定断面図・構造工法の説明 

・ボーリング柱状図 １式  

・仮定部材リスト １式  

・各種技術資料 １式  

（３）設備   

(ⅰ)電気設備   

・電気設備計画説明書 １式  

・電気設備設計概要書 １式 各室与条件表・系統図 



40 

 

・各種技術資料 １式  

(ⅱ)給排水衛生設備   

・給排水衛生設備計画説明書 １式  

・給排水衛生設備設計概要書 １式 各室与条件表・系統図 

・各種技術資料 １式  

(ⅲ)空調換気設備   

・空調換気設備計画説明書 １式  

・空調換気設備設計概要書 １式 各室与条件表・系統図 

・各種技術資料 １式  

(ⅳ)昇降機等   

・昇降機等設備計画説明書 １式  

・昇降機等設備設計概要書 １式  

・各種技術資料 １式  

（４）その他成果物   

・イメージパース(外観・内観) １０カット １０カット程度 

・デザインコンセプトの策定 １式 家具・什器・サイン等仕様概要 

・市、行政関係協議議事録 

 

Ａ４(２部） ＰＤＦデータ 

・顧客要求事項をまとめた書類各室 

諸元表など 

Ａ４(２部） 議事録含む、ＰＤＦデータ 

・設計概要書 １式  

・概略工事工程表 １式  

・工事概算書 

 

Ａ４(２部） 工事費概算調書を添付、 

エクセルデータ 

・テレビ受信障害対策に関する資料、報告書 Ａ４(２部） 建物性能に関わる部分、 

ＰＤＦデータ 

・基本設計説明書 １式  

・基本設計概要書 １式 市民説明用資料 

・工事区分表 １式  

※その他 

ア セルフモニタリング計画書・実施結果報告書を提出すること。 

 

 実施設計成果物 

実施設計に係る成果物及び提出書類等は原則として以下によるものとし、その時期ごとに必ず

提出すること。また、その他監督員が求める書類等を提出すること。 

成果物 部数 備考 

（１）建築（意匠）   

・建築物概要書 １式  

・特記仕様書 １式 仕上げ仕様を特定できる内容 

・仕上表 １式  

・面積表及び求積図 １式 敷地及び建築物 
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・敷地案内図 １式  

・配置図 １式  

・平面図（各階） １式 機器・什器備品プロット含む 
・断面図 １式  
・立面図（各面） １式  
・矩計図 １式  
・展開図 １式  
・天井伏図（各階） １式  
・平面詳細図 １式  
・断面詳細図 １式  
・部分詳細図 １式  
・建具表 １式  
・外構図 １式  
・日影図 １式  
・工事ステップ図 １式  
・各種計算書 １式  
・工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） エクセルデータ 
・確認申請図書 １式  
（２）構造   
・特記仕様書 １式 仮定断面図・構造工法の説明 
・伏図（各階） １式  
・軸組図 １式  
・部材断面図 １式  
・標準詳細図 １式  
・部分詳細図 １式  
・構造計算書 １式  
・構造計算概要書 １式  
・各種構造関係技術資料 １式  
・構造計算データ １式  
・構造計算適合判定・大臣認定 １式  
・構造関連各記録書 １式  
・工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） エクセルデータ 
・確認申請図書 １式  
（３）設備   
(ⅰ)電気設備   
・特記仕様書 １式  
・敷地案内図 １式  
・配置図 １式  
・受変電設備図（高圧） １式  
・非常用発電機設備図 １式  
・無停電電源設備図 １式  
・直流電源設備図 １式  
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・電力監視設備図 １式  
・幹線・動力設備図 １式  
・電灯・コンセント・接地設備図 １式  
・非常照明・誘導灯設備図 １式  
・雷保護設備図 １式  
・電話設備図 １式  
・情報設備図 １式  
・拡声設備図 １式  
・テレビ共同受信設備図 １式  
・電気時計設備図 １式  
・ナースコール設備図 １式  
・インターホン設備図 １式  
・外来呼出設備図 １式  
・監視カメラ設備図 １式  
・入退出管理設備図 １式  
・自動火災報知設備図 １式  
・音響・映像設備図 １式  
・身障者対応設備図 １式  
・駐車管制設備図 １式  
・構内配電線路図 １式  
・構内通信線路図 １式  
・各種計算書 １式  
・工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） エクセルデータ 
・確認申請図書 １式  

(ⅱ)給排水衛生設備 １式  
・給排水衛生設備設計図 １式  
・特記仕様書 １式 各室与条件表・系統図 
・敷地案内図 １式  
・配置図 １式  
・機器表・器具表 １式  
・衛生器具設備図 １式  
・給水設備図 １式  
・排水設備図 １式  
・給湯設備図 １式  
・消火設備図 １式  
・ガス設備図 １式  
・屋外設備図 １式  
・医療ガス設備図 １式  
・特殊排水処理設備図 １式  
・各種計算書 １式  
・工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） エクセルデータ 
・確認申請図書 １式  
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・各種技術資料 １式  
(ⅲ)空調換気設備 １式  
・空気調和設備設計図 １式  
特記仕様書 １式 各室与条件表・系統図 
・敷地案内図 １式  
・配置図 １式  
・機器表 １式  
・空気調和設備図 １式  
・換気設備図 １式  
・自動制御設備図 １式  
・排煙設備図 １式  
・屋外設備図 １式  
・各種計算書 １式  
・工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） エクセルデータ 
・確認申請図書 １式  
(ⅳ)昇降機等   
① 昇降機等設備計画概要 １式  
② 昇降機等設備設計図 １式  
③ 各種技術資料 １式  
・工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） エクセルデータ 
（４）その他成果物   
・透視図 １式 １０カット程度 
・サイン計画図 １式  
・模型 １式 家具・什器・サイン等 
・設計説明書 １式  
・省エネルギー関係計算書 １式  
・詳細工事工程表 １式 議事録含む 
・リサイクル計画書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ 
・CASBEEに関する報告書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ 
・医療法許認可関連資料・書類等 １式  
・関係法令等に関する申請書類 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ 
・避難計画等検討資料 １式  
・各種広報資料 １式  
・各種調査報告書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ 
・建築関係法令調査書 １式 建築・設備含む 
・エネルギー供給調査書 １式  
・景観条例に関する資料・報告書等 １式  
・市と指定管理者とのヒアリングに関する資料、議事 １式 工事費概算調書を添付 
・各技術資料 １式  
・各記録書（打合せ議事録等） Ａ４(２部） ＰＤＦデータ 
・監督員及び市が要求する資料等 １式  
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※その他 
ア 透視図作成（鳥瞰図、外観図、内観図）〔カラー、１０カット、Ａ３判とし、木製の額に

収め、電子データを添付させる。詳細は別途指示する〕 

イ 模型製作〔３００分の１程度とし、詳細は別途指示する〕 

ウ 模型の写真撮影 

〔カラー、５カット、２Ｌ判の大きさとし、適宜アルバム等に収め電子データを添付する〕 

エ 確認申請図書には、関連する各種申請業務の書類等を含む。なお、確認申請図書の提出日

は監督員と協議の上決定すること。 

オ 縮尺等については、監督員と協議すること。 

カ 製本形態については、特記なき限りファイル綴じとする。 

キ 市が事業の進捗について情報公開を行う際には、イメージパース、模型写真、デザインコ

ンセプトその他について提供を求める場合があるので、協力すること。 

ク セルフモニタリング計画書、実施結果報告書を提出すること。 

 

  

・展示用模型 １式 １/３００程度 アクリル樹脂、塗装

有、クリアケース付、外構敷地付、市

民公開用 
 

（５）建築積算   
ｆ．建築積算   
・建築工事積算数量算出書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・建築工事積算数量調書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・建築工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
ｇ．電気設備積算   
・電気設備工事積算数量算出書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・電気設備工事積算数量調書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・電気設備工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
ｈ．機械設備積算   
・機械設備工事積算数量算出書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・機械設備工事積算数量調書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・機械設備工事費積算内訳明細書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
i．昇降機設備積算   
・昇降機設備積算数量算出書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・昇降機設備積算数量調書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
・昇降機設備積算内訳明細書 Ａ４(２部） ＰＤＦデータ、エクセルデータ 
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別紙５ 本件土地（第２０条関係） 
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別紙６ 事業者が加入すべき保険等（第３２条関係） 

１. 建設工事保険 

 

建設工事保険（又は類似の機能を有する共済等を含む。以下同じ。） 

 

本件工事対象施設の施工期間中に発生した工事目的物及び工事材料の損害を担保する。 

 

① 担保範囲は、本件新設工事のすべてとする。 

② 保険期間は、本件新設工事に係る着工日からすべての本件新設工事対象施設の引渡終

了日までとする（本件新設工事対象施設の着工日から当該施設の引渡日までの期間を

対象とする複数の保険に加入することは差し支えない。）。 

２. その他の保険 

上記以外に、事業者提案において事業者により付保することとされた保険については、事業者

提案に定めるところにより付保するものとし、変更する必要が生じたときは、あらかじめ市と協

議しなければならない。 

なお、事業者が当該保険を付保したときは、その証券又はこれに代わるものを、直ちに市に提

示しなければならない。 
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別紙７ 竣工図書（第４７条関係） 

（共通事項） 

 図面・資料等については、事業者提案、計画内容のほか、市との協議等により適宜追加するものと

する。 

 電子媒体の提出は「※平成２４年版国土交通省大臣官房官庁営繕部建築設計業務等電子納品要領」

に準じて行うこと。 

 設計図書等（竣工図及び施工図を含む）における部数欄に１式と記載があるものにおいては、原則、

原図Ａ３（１部）、正本２つ折（５部）、ＣＤ－Ｒ（１枚※容量の関係により複数枚とすることも可

とする。）を提出すること。 
 設計図等（竣工図及び施工図を含む）についてはＣＡＤデータ（データ形式はPDF、DWG、SXF（sfc）、

JWW（不可能な場合にあってはDXFでも可）、自社ソフト（任意：BIMデータ含む）データの形式で

5種類全て）を納品すること。レイヤー構成等は、業務着手時に監督員と協議し作成すること。 

 提出データ形式については市との協議により変更できるものとする。データの提出前にはウィルス

チェックを行うこと。 

 

１ 施工業務に関する書類、成果物の提出 

 建設工事に係る提出書類等は以下によるものとし、その時期ごとに必ず提出すること。ま

た、その他監督員及び工事監理者が求める書類等を提出すること。提出場所は、工事監理

者の指定による。なお、書類の様式等は工事監理者の指示による。 

書類等 様式 部数 
ａ．契約時・業務着手前 
・工事着手届 
・現場代理人等通知書（現場代理人、監理技術者） 
・経歴書（現場代理人、監理技術者） 
・事業者内組織表 
・電気保安技術者通知書 
・火災保険等加入状況報告書 
・施工工程表 
建築・電気・機械等の関連工事工程を記載 
セルフモニタリング実施計画を記載 

・総合施工計画書 
緊急連絡体制、仮設計画図等 
工事概要、建物概要、予想される災害・公害対策、 
出入口の管理、危険箇所の点検方法、火災予防、 
養生・片付け、品質管理 

・周辺家屋調査報告書 

 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
承諾 
 
 
報告 
 
 
 
 
報告 

 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
 
 
２ 
 
 
 
 
２ 
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書類等 様式 部数 
ｂ．施工中 
・下請負人通知書／下請負人一覧表 
・主要（資材・機材）発注先通知書／製作製造所及び発注先一覧表 
・工事材料搬入報告書 
・発生材報告書／発生材調書 
・工事報告書（月報） 
・主な工事記録 
・工事別工程及び出来高予定グラフ 
・工事出来高 
・工事進捗状況 
・工事進捗写真 
・月間工程表 
・週間工程表 
・定例打合せ記録 
・工種別施工計画書 
要技能資格作業は資格者名簿・資格者証を添付。 
主要材料・機器の仕様・数量等を明記。 

・施工図等（施工図、製作図、カタログ等、電子データ） 
提出時には事業者側のチェック図を添付すること。 

・セルフモニタリング資料（途中報告書） 
・現場休止届（年末年始・大型連休・夏季等） 
安全管理措置、警備体制、緊急連絡先を記載。 

・関係官公署その他の関係機関への届出等 
・内外装仕上材サンプル貼付けボード（合板又はスチレンボード） 
・工事ＰＲ看板、完成予想図看板 
ｃ．検査時 
・検査結果報告書（試験成績報告書） 
・初期・中間・完成自主検査報告書 
・初期・中間・完成検査指摘事項手直し完了報告書 
・完成検査指摘事項手直し完了報告書 
・工事既済部分検査願 
・既済部分工事費内訳明細書 

 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
報告 
 
 
報告 
 
報告 
報告 
 
報告 
承諾 
 
 
報告 
報告 
報告 
報告 
承諾 
承諾 

 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
 
 

1式 
 
２ 
２ 
 
１ 
１ 
 
 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
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完成図書 製本形態 部数 
ｄ．完成時 
・完成届、引渡書 
・覚書（念書）、付属書（未完工事リスト）※未完成工事がある場合 
・工事完成後の責任者届 
・工事完了引渡証明書（登記事項関係証書） 
・完成図書引渡書 
・官公署等届出・許可・検査済書類一覧表 
・施工関係者連絡先一覧表 
・工事関係者一覧表 
・主要仕上げ材料一覧表 
・主要（資材・機材）一覧表 
・備品明細書 
・保証書（事業者、製造業者及び施工業者の連名） 
・予備品等引渡通知書（リスト共） 
・保全に関する資料 
・建物等の保守に関する説明書 
・機器取扱説明書 
・機器性能試験成績書 
・キーボックス 
・セルフモニタリング資料（報告書） 
・最終工事費内訳明細書 
・テレビ受信障害対策報告書 
・周辺家屋調査報告書 

 
Ａ４版クリア

ファイル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ファイル 
ファイル 
ファイル等 
ファイル 
鍵箱 
ファイル 
ファイル 
ファイル 
ファイル 

 
３ 
 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
１ 
３ 
３ 
適宜 
３ 
適宜 
３ 
３ 
３ 
３ 

・工事記録写真（建築工事写真撮影基準に準拠） 
 
・完成写真（監督員の指定する様式による） 
２Ｌサイズ・指定クリアファイル（主要図入り） 
航空写真、外観写真、内観写真全３００カット程度 
・完成図（竣工原図） 
・完成図（金文字製本） 
総合図、天井伏図、防火区画図を含む 
保存形式及びレイヤー構成等は、工事監理者と協議 
・完成図 
・その他、監職員及び工事監理者が要求する資料 

写真帳、電子

データ 
写真帳 
電子データ 
 
バラ 
二つ折 
Ａ１判 
Ａ３判 
 

１ 
１ 
１ 
４ 
 
１ 
各３部 

 
 

1式 
1式 
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 その他 

 市が事業の進捗について情報公開を行う際には、現場の進捗を撮影した写真、航空写

真、外観写真、内観写真、イメージパース、デザインコンセプトその他について提供

を求める場合があるので、協力すること。 
 セルフモニタリング計画書、実施結果報告書を提出すること。 
 施工段階の成果物について、原則として電子媒体で提出できるものについてはＣＤ－

Ｒにて電子媒体（ＰＤＦデータ等）としても提出すること。 
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別紙８ 請負代金の算定及び支払方法（第５２条－第５３条関係） 

I. 設計費相当額及び工事監理費相当額の支払方法 
 （設計費相当額の支払） 

１ 事業者は、本契約第１９条第３項に基づく基本設計図書等及び実施設計図書等の確認の通知を

受領したときは、設計費相当額の支払を請求することができる。 

２ 市は、前項の規定に基づく請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に設計費相当

額を支払わなければならない。 

３ 市がその責めに帰すべき事由により本契約第４０条に規定する期間内に検査をしないときは、

その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項に規定する期間（以下この

項において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その

遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた

日において満了したものとみなす。 

 （調査費用相当額、申請等の手続き業務費相当額及び工事監理費相当額の支払） 

１ 第９条の規定は、調査費相当額の支払について準用する。この場合において、同条第１項中「第

４１条第１項に基づく竣工確認通知又は同条第３項」とあるのは「第４１条第１項」と、「建

設業務」とあるのは「調査業務」と、同条第２項中「４０日」とあるのは「３０日」と、同条

第３項中「第４０条第１項（同条第７項において準用される場合を含む。）」とあるのは「第４

０条第７項において準用される同条第１項」と読み替えるものとする。 

２ 第９条の規定は、申請等の手続き業務費相当額の支払について準用する。この場合において、

同条第１項中「第４１条第１項に基づく竣工確認通知又は同条第３項」とあるのは「第４１条

第１項」と、同条第１項中「建設業務」とあるのは「申請等の手続き業務」と、「同条第２項

中「４０日」とあるのは「３０日」と読み替えるものとする。 

３ 第９条の規定は、工事監理費相当額の支払について準用する。この場合において、同条第１項

中「第４１条第１項に基づく竣工確認通知又は同条第３項」とあるのは「第４１条第１項」と、

同条第１項中「建設業務」とあるのは「工事監理業務」と、同条第２項中「４０日」とあるの

は「３０日」と読み替えるものとする。 

 

II. 建設工事費相当額の支払方法 
 （前金払） 

１ 事業者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第４項に規定する保証事業会社（以

下この別紙において「保証事業会社」という。）と、本契約頭書記載の契約期間の末日（最終

の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末）を保証期限とする公共工事の前払金保

証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以下この別紙において「保証契約」と

いう。）を締結し、その保証証書を市に寄託して、建設工事費相当額の１０分の４の額の前払

金の支払いを市に請求することができる。 

２ 市は、第１項の規定に基づく請求があったときは、当該請求を受けた日から１４日以内に前払

金を支払わなければならない。 

３ 事業者は、建設工事費相当額が著しく増額された場合においては、建設工事費相当額の１０分

の４に相当する額から受領済の前払金額を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金の支
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払を請求することができる。この場合においては、第５項の規定を準用する。 

４ 事業者は、建設工事費相当額が著しく減額された場合において、受領済の前払金額が減額後の

建設工事費相当額の１０分の５に相当する額を超過するときは、事業者は、その減額された日

から３０日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、本項に規定する期間内に第

８条の規定に基づく支払をしようとするときは、市は、その支払額の中からその超過額を控除

することができる。 

５ 前項に規定する超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不

適当であると認められるときは、市及び事業者が協議して返還すべき超過額を定める。 

６ 市は、事業者が第１０項に規定する期間内に同項に規定する超過額を返還しなかったときは、

その未返還額につき、同項に規定する期間を経過した日から返還をする日までの期間について、

その日数に応じ、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率（昭和２４年大蔵省告示第９９１

号）に定める同項に規定する返還期限の翌日時点における率を乗じて計算した額の遅延利息の

支払を請求することができる。 

 （保証契約の変更） 

１ 事業者は、前条第９項の規定に基づき受領済の前払金に追加して更に前払金の支払を請求する

場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を市に寄託しなければならない。 

２ 事業者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、市に代わりその旨を保

証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 （前払金の使用等） 

１ 事業者は、第５条に基づき支払われた前払金を本件工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、

機械購入費（本件工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修

繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払い

に充当してはならない。ただし、国の公共工事の代価の前金払の特例措置に基づくものについ

ては、前払金の１００分の２５を超える額及び中間前払金を除き、この工事の現場管理費及び

一般管理費等のうち本件工事の施工に要する費用に掛かる支払いに充当することができる。 

 （部分払） 

１ 事業者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料〔及び製造工場

等にある工場製品〕（第３４条第１項の規定により監督員の検査を要するものにあっては当該

検査に合格したもの、監督員の検査を要しないものにあっては設計図書で部分払の対象とする

ことを指定したものに限る。）に相応する請負代金相当額の１０分の９以内の額について、次

項から第７項までに定めるところにより、２０２２年２月末日時点の部分払を請求することが

できる。ただし、この請求は、工期中１回を超えることができない。 

２ 事業者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分又は工

事現場に搬入済みの工事材料〔若しくは又は製造工場等にある工場製品〕の確認を市に請求し

なければならない。 

３ 市は、前項の場合において、当該請求を受けた日から１４日以内に、事業者の立会いの下、実

施設計図書等に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を

事業者に通知しなければならない。この場合において、必要があると認められるときは、市は、

その理由を事業者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 
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４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、事業者の負担とする。 

５ 事業者は、第３項の規定に基づく通知があったときは、部分払金の支払を請求することができ

る。この場合においては、市は、この請求を受けた日から４０日以内に部分払金を支払わなけ

ればならない。 

６ 前払金の支払を受けている場合の部分払金の額については、次の式により算定する。この場合

において、出来形部分建設工事費相当額は、市及び事業者が協議してこれを定める。ただし、

市が前項の請求を受けた日から７日以内に協議が調わない場合には、市がこれを定め、事業者

に通知する。 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額 ×（９/10－前払金額/請負代金額） 

 （建設工事費相当額の支払） 

１ 事業者は、本契約第４１条第１項に基づく竣工確認通知又は同条第３項に基づく出来形部分の

確認通知を受領したときは、建設工事費相当額（同条第３項に基づく出来形部分の確認通知を

受領したときについては、当該会計年度に係る建設業務に相応する部分に限るものとし、この

金額は、市及び事業者が協議して定める（ただし、市がこの項に基づく請求を受けた日から７

日以内に協議が調わない場合は、市がこれを定め、事業者に通知するものとする。）当該部分

に相応する建設工事費相当額に基づき算出し、支払を請求することができる。 

２ 市は、前項の規定に基づく請求があったときは、請求を受けた日から４０日以内に建設工事費

相当額を支払わなければならない。 

３ 市がその責めに帰すべき事由により本契約第４０条第１項（同条第７項において準用される場

合を含む。）に規定する期間内に検査をしないときは、その期限を経過した日から検査をした

日までの期間の日数は、前項に規定する期間（以下この項において「約定期間」という。）の

日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えると

きは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

 

III. 物価スライド 

 （賃金又は物価の変動に基づく請負代金の変更） 

１ 市又は事業者は、事業期間内で本契約の締結日から12箇月を経過した後に日本国内における

賃金水準又は物価水準の変動により請負代金の額が不適当となったと認めたときは、相手方に

対して別紙８第４条に定める建設工事費相当額について変更を請求することができる。なお、

物価水準の変動による場合は、変動の基準となる指数として、「建設物価」（財団法人建設物価

調査会発行）の建築費指数における「SRC構造別平均」、「RC構造別平均」、「S構造別平均」の

工事原価のうち、事業者が提案した構造の建物種類を適用するものとする。また、本請負代金

額の変更の請求は、第２項の規定により３か月以上継続して1,000分の15を超える指数の変

動が確認された日より、１か月以内かつ、施設整備完了の３か月前までに書面により行わなけ

ればならない。  

２ 市又は事業者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残請負代金額(請負代金の額

から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金の額を控除した額をいう。以下この項及び次

項において同じ。)と変動後残請負代金額(変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前

残請負代金額に相応する額をいう。次項において同じ。)との差額のうち変動前残請負代金額
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の1,000分の15を超える額につき、本請負代金額の変更に応じなければならない。なお、本

請負代金の変更は、本契約の締結日が属する月の確定している指数と比較して本契約の締結日

から12ヶ月を経過した後に確定している指数の変動が３か月以上継続して1,000分の15を超

える場合に限るものとし、変更後の請負代金額は以下の計算式に従って算出することとし、指

数の改定率等の算定にあたっては小数点以下第４位未満の端数が生じた場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 ＜物価上昇の場合＞ 

  変動前残請負代金額×（1＋物価変動率）-0.015） 

＜物価下降の場合＞ 

  変動前残請負代金額×（1＋物価変動率）＋0.015） 

 また、物価変動率は、以下の計算式に従って算出する。 

  物価変動率＝α-1 

α：（本契約の締結日から12ヶ月を経過した日が属する月内に数値の確定している直近 

12ヶ月の建設デフレーターの平均値）/（本事業の入札公告日が属する月から事業 

契約締結日が属する月の先月の建設デフレーターの平均値） 

３ 変動前残請負代金額及び変動後残請負代金額は、請求のあった日を基準とし、第１項に定める

物価指数等や第２項の規定に基づき市と事業者とが協議のうえ決定する。ただし、協議開始の

日から7日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第1項の規定による請求は、この条の規定により請負代金の額の変更を行った後再度これを行

うことができる。この場合においては、同項及び第２項中「本契約の締結日」とあるのは「直

前のこの条に基づく請負代金の額の変更の基準とした日」と読み替えるものとする。 

  また、その際の物価変動率は以下の計算式に従って算出する。 

  物価変動率＝α-1 

   α：（直前の変更の基準とした日から12ヵ月を経過した日が属する月内に数値の確定し 

ている直近12ヶ月の建設デフレーターの平均値）/（直前の変更において指数の変 

動があるとして用いた12ヵ月間の建設デフレーターの平均値） 

５ 第３項の協議開始の日については、市が事業者の意見を聴いて定め、事業者に通知しなければ

ならない。ただし、市が第１項に基づく請求を行った日又は受けた日から７日以内に協議開始

の日を通知しない場合には、事業者は、協議開始の日を定め、市に通知することができる。 
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別紙９ 法令変更等による増加費用の負担割合（第４４条、第６８条、第６９条関係） 

契約第６８条に規定する法令変更等に基づいて増加費用が発生する場合の費用負担の割合を指定する。 

市負担割合 

１ 本事業に直接関係する法令変更等（税制度の変更又は新設を除く。）並びに消費税の範囲及び

税率の変更の場合 １００％ 

２ １.以外の法令変更等（税制度の変更又は新設を除く。）、資産保有等に係る税制度変更又は新

設、事業者の利益に課せられる税制度変更（法人税の税率の変更を含む。）又は新設その他１.

以外の税制変更の場合 ０％ 

 

なお、１.の「本事業に直接関係する法令変更等」とは、特に本事業及び本事業類似のサービ

スを提供する事業に関する事項を直接的に規定することを目的とした法令で事業者の費用に影

響があるものを意味することとし、これに該当しない営利法人に一般的に適用される法令の変更

又は新設は含まれない。 
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別紙１０ 不可抗力による損害等の負担割合（第４４条、第４６条、第７１条、第７３条関係） 

１. 不可抗力による損害の対象 
不可抗力による損害の対象は、協議して定めるものとする。 

２. 不可抗力による損害の分担 
（1） 設計・施工期間 

設計・施工期間中に不可抗力が生じ、業務に関して事業者に損害が発生した場合、合理的な範

囲における当該損害に関しては、設計・施工期間中の累計で請負代金に相当する額の合計額（以

下本号において「請負代金相当額」という。）の１００分の１に至る金額までは事業者が負担し、

これを超える金額については市が負担する。ただし、当該不可抗力事由に関して保険金が支払わ

れた場合には、当該保険金相当額のうち設計・施工期間中は請負代金相当額の１００分の１を超

える部分を市の負担部分から控除する。 

（2） 前号に定める金額には、消費税及び地方消費税を含む。 


